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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（君島一郎議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は26名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（君島一郎議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（君島一郎議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  質問通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 星 野 健 二 議員 

○議長（君島一郎議員） 初めに、４番、星野健二

議員。 

○４番（星野健二議員） おはようございます。 

  本日、一般質問最終日ということで、皆さん大

変少々お疲れかと思いますけれども、どうぞよろ

しくお願いをいたします。 

  では、議席番号４番、公明クラブ、星野健二、

通告に従いまして一般質問を行います。 

  １、介護保険制度について。 

  日本は、1970年に高齢化社会に突入し、その後

も高齢化率は上昇し続け、1995年には高齢社会、

2010年には超高齢社会へと突入しました。今後も

高齢化率は上がり続けると予測されております。

2025年には団塊の世代が75歳以上になることで高

齢化率は30％を越え、2060年には約40％に達する

とみられています。 

  2015年の介護保険法改正により「介護予防・日

常生活支援総合事業（総合事業）」が開始されま

した。国は、この事業の趣旨を市町村が中心とな

り、地域の実情に応じて地域で支え合い、要支援

者等に効果的かつ効率的な支援等を行うことを目

指すものとしています。 

  高齢化が一層進展する中で、高齢者が住みなれ

た地域で暮らし続けることができるよう、地域全

体で高齢者を支え、高齢者自身もみずからの能力

を最大限に活用しつつ、介護予防に取り組むこと

が大切であると考えることから、以下の点につい

てお伺いをいたします。 

  ⑴本市の介護認定者数と要支援１及び要支援２

の方の人数の直近５年間の推移をお伺いいたしま

す。 

  ⑵昨年４月から開始された新しい総合事業のサ

ービスの内容をお伺いいたします。 

  ⑶新しい総合事業の現状と課題についてお伺い

いたします。 

  ⑷第７期那須塩原市高齢者福祉計画に位置づけ

られた基幹型地域包括支援センターの設置につい

て、現在の状況と今後の計画をお伺いいたします。 

  ⑸新しい総合事業は、ＮＰＯ法人や民間企業、

ボランティア、事業所などと連携してサービスを

充実していくことが効果的であると考えられるが、

本市の所感をお伺いいたします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） おはようございます。 



－271－ 

  １の介護保険制度について順次お答えをいたし

ます。 

  初めに、⑴の直近５年間の介護認定者数の推移

についてお答えをいたします。 

  平成25年度は、要支援者1,195人、要介護者

2,777人、平成26年度は、要支援者1,198人、要介

護者2,937人、平成27年度は、要支援者1,286人、

要介護者2,917人、平成28年度は、要支援者1,265

人、要介護者3,020人、平成29年度は、要支援者

1,128人、要介護者3,070人となっております。 

  次に、⑵の昨年４月から開始された新しい総合

事業のサービス内容についてお答えいたします。 

  本市における新しい総合事業につきましては、

これまでの介護サービスと同様の現行型サービス、

利用要件等を緩和した緩和型サービス、要支援者

等のケアマネジメントを行う介護予防支援事業、

いきいき百歳体操を活用した通いの場づくりや介

護予防サポーター養成講座などを行う一般介護予

防事業からなっております。 

  次に、⑶の新しい総合事業の現状と課題につい

てお答えをいたします。 

  今年度９月末の利用実績は、現行型サービスは

576人、緩和型サービスは245人が利用しておりま

す。また、いきいき百歳体操については34団体が

実施しており、介護予防サポーターは67人が登録

されております。 

  今後は、地域における人材、支え合いなどの取

り組み、民間企業の活動などの社会資源を新しい

総合事業といかに連携していくかが課題となって

おります。 

  次に、⑷の基幹型地域包括支援センターの現在

の状況と今後の計画についてお答えをいたします。 

  現在、本市においては、基幹型地域包括支援セ

ンターは設置しておりません。 

  今後は、地域包括支援センターの統括、監督及

び連携調整等の後方支援を主な業務とする基幹型

地域包括支援センターの設置について、地域包括

ケア推進会議等の意見を踏まえながら検討してま

いりたいと考えております。 

  最後に、⑸の市の所感についてお答えをいたし

ます。 

  超高齢社会の進行により、現在の介護サービス

では対応が難しいもの、例えばごみ出しや電球交

換等の生活支援のニーズがふえることが予想され

る中、柔軟に対応できる地域住民、ボランティア

やＮＰＯなどの参画が必要であり、これらの方々

との連携は重要であると認識しております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 答弁ありがとうございま

した。 

  それでは、先ほど要支援・要介護の数を教えて

いただきました。これはたしか、各年度３月末の

数字だと思いますので、現在の要支援・要介護の

人数のほうをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、10月末現

在の要介護認定者数についてご説明いたします。 

  要支援者数が1,217人、要介護者数が3,109人で

あります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） やはり思っていたとおり

増加しているんだなということは確認をいたしま

した。 

  要支援者につきましては、大体1,200人前後と

いうことで、ただ要介護については約300人ほど

ふえているなということは確認をいたしました。 

  それで、高齢者が今後増加していく中で当然、
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要介護になることを抑制しながらも認定者数は今

後も増加していくと思われます。一方、28年度か

ら29年度にかけて要支援者が大きく137名減少と

なっている、その理由をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、137人減

少したという経緯についてご説明をいたします。 

  こちらのほうの原因としましては、平成29年４

月から新しい総合事業ということで、そちらが始

まったということで、それが原因となっておりま

す。 

  詳しく申し上げますと、この事業では要支援者

の認定支援申請による要支援者１、２に該当しな

くても、日常生活の基本項目などを調査いたしま

す基本チェックリストというもので生活機能の低

下が見られた場合には、介護予防生活支援サービ

ス事業対象者として総合事業のサービスが受けら

れるようになったことによりまして、今まで要支

援認定でとっておりました方が更新時に要支援認

定をとらないでチェックリストのほうに移行した

ため、減少したということでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、その申請のと

きに、いわゆる総合事業のほうに移行されたとい

うことで、また身体の状況によって新たな事業者

の対象としてのサービスが原因ということがわか

りました。 

  それでは、平成29年４月から新しい総合事業が

本市でも開始したことに伴いまして、要支援者か

ら事業対象者に移行したことも先ほどの答弁では

わかりました。高齢者の身体状況に合わせ介護サ

ービスが受けられるようになったということで、

事業対象者の方の要支援者で受けられるサービス

の利用ができないということに対しては納得をし

ているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、納得した

かどうかという点の説明をさせていただきます。 

  あくまでもこのチェックリストにつきましては、

本人の選択によるものでありますので、納得して

いただいているということで認識しております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 納得しているということ

ですけれども、では今後この要支援の申請につき

ましては、チェックリストのみで行われるのかお

伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、チェック

リストのみかということについてお答えいたしま

す。 

  要介護、あるいは要支援の申請につきましては、

これまで同様に介護認定申請として受け付けをし

まして、その中でお医者さんの意見書や認定調査

結果をもとに審査し、決定することになっており

ます。 

  チェックリストにつきましては、認定申請の結

果、これらに該当しなかったと、要介護もしくは

要支援にならなかった人が総合事業を使いたいと

いう場合、また事前に要支援相当と見込まれてお

りまして、介護予防サービスなんかを必要とせず、

総合事業のみを利用する場合とか、あるいは要支

援にはならないが日常何らかの支障がありまして、

総合事業を活用したい場合などに利用されるもの

でございます。 

  今後、総合事業を利用する場合、現行型サービ

スを利用する場合には、要支援の認定を、介護型
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サービスを利用する場合には、要支援の認定また

は基本チェックリストを受けていただくというこ

とになります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。要支援の

認定を受けるときは今までどおり、調査を受けて

医師の診断等もありながら受けていくと。また、

総合事業の場合は、チェックリストでそのまま総

合事業のほうに判断されていかれるということで

よろしいですね。 

  少し安心しました。私もちょうど、そのチェッ

クリストを見ましたけれども、大体25項目なんで

すけれども、大体高齢者の方というのは、決して

自分は悪いと余りみずからは言わないんですよね。

ですから、簡単なチェックリストで調査員の方と

かが行ったときに、高齢の方がいいほうに言って

しまって、本来もう少し、いいサービスを受けら

れるところが受けられないということになってし

まうと少し心配だったもので、今お話を聞きまし

て少し安心をいたしました。 

  続きまして、⑵のサービスについて再質問をさ

せていただきます。 

  これまでと同様の現行サービス、また今後新し

く緩和サービス等の答弁がございましたけれども、

それぞれの事業についてのもう少し詳しい内容を

お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それぞれのサービス

内容についてご説明をいたします。 

  まず、現行型サービス、こちらにつきましては、

通所型と訪問型がございまして、通所型につきま

しては、サービス内容といたしまして食事や入浴

などの生活支援と体操やレクリエーションなどの

機能訓練などを行うものでございます。訪問型と

しましては、身体介護等、清掃や洗濯などの生活

援助を行うものがあります。 

  この現行型サービスにつきましては、総合事業

開始前の要支援のサービスと同じものでございま

す。 

  続きまして、介護型サービスにつきましても、

通所型と訪問型がございまして、通所型の内容と

しましては機能訓練を行うものでございます。訪

問型につきましては、生活援助のみを行うもので

ございます。 

  このサービスは現行型と比べまして何が違うか

ということなんですが、現行型のサービスは身体

介護のサービスがあるということで、緩和型と違

うということで、こちら身体介護を除いていると

いう理由につきましては、高齢者の方に体を動か

していただいて介護予防を図るという目的が緩和

型にございます。 

  また、現行型では職員の資格につきまして介護

福祉士などの資格が必要なんですが、緩和型につ

きましては、資格が若干緩くて、一定の研修とい

うものを受ければ大丈夫だという違いがございま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 先ほど緩和型については

介護福祉士ではなくて、ある一定の講習を受けた

方が携わっていくということでございました。で

は、この研修は、どこで誰が行うのか。また、そ

の人材をどのように確保をしていくのかをお伺い

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、研修につ

いてご説明をいたします。 
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  この研修につきましては、市が主催いたします。

市が主催いたしまして、リハビリの専門職、理学

療法士、作業療法士の方がおりますが、そういっ

た方をお招きしまして総合事業の概要についての

研修を実施しながら、人材の確保に努めていくと

いうものでございますが、では誰が研修を受ける

のかということになりますが、緩和型サービスの

うち通所サービスについては、事業の管理者の方

が研修を受講するようになります。訪問型のサー

ビスにつきましては、サービスを提供しますヘル

パーさんといいますか介護職員の方が研修を受け

るという仕組みになってございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  そうしますと、当然ながら専門介護福祉士とい

うのがあるけれども、専門分野でありますのでい

わゆる賃金とかそういうのが高くて、この簡易的

に研修を受けて携わる方というのは、人件費が安

いんだろうとは思います。 

  私も事業所の方にちょっとお話を聞いたんです

が、この緩和型サービスは、どちらかというと報

酬単価が低いということで事業者の方がちょっと

敬遠をしているかなと、このサービスについては

積極的に取り組んでいかないということをちょっ

とお聞きしたんですけれども、実際この緩和型サ

ービスは、市では現在、何カ所の事業者が行って

いるのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、事業所の

数につきましては、訪問型が10事業所、通所型が

25事業所でございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 10事業所と25事業所とい

うことで、結構思っていたよりも多いということ

で安心をいたしました。 

  それでは、サービスの中に短期集中型サービス

がありますが、実際これはいつ開始をするのか。

また、開始をするとすれば、どのような方が対象

なのかをお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、短期集中

型サービスの対象者と開始時期についてご説明い

たします。 

  まず、対象者といたしましては、肺炎とか骨折

などで入院してしまった方は一時的にこういった

方は体力が低下いたします。こういった方を対象、

こういった方で要支援１、２、または事業該当者

となった方ということで考えてございます。 

  こういった方につきましては、一度入院します

と、そのまま寝たきりの状態から在宅に戻りまし

ても、動かないと、どんどん筋力が弱まって要支

援から要介護状態になりますので、ここにおきま

して集中的にリハビリの専門職によりまして、３

カ月ほどの短期間で集中的にリハビリを行うこと

によりまして、身体状況の改善を図って、元の体

力に戻っていただこうという趣旨がございます。 

  開始時期につきましては、今準備中でございま

して、今年度中には開始したいということで考え

てございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  確かに、私たちは若いというかあれですけれど

も、病気なりしてベッドの中で数日間、１週間と

か10日間寝込んでしまいますと、体力が落ちて結

構歩くのも大変だったりはすると思います。自分
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も経験ありますけれども、ましてや高齢者の方で

ありましたらば、本当に体力が落ちて歩けなくな

ってしまうということがあるので、このサービス

についてはぜひともいいと思います。早急にやっ

ていただきたいなと思います。 

  本当に自立した生活を続けられるということが

これからの高齢化社会で大変必要だと思いますの

で、ぜひともよろしくお願いをいたします。 

  続きまして、⑶の現状と課題について再質問を

させていただきます。 

  今後の課題といたしまして、地域における人材

や支え合いなどの取り組み、民間企業活動、これ

ら等新しい総合事業の連携を挙げられましたが、

今後どのように対応するのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、今後の対

応ということで回答をさせていただきます。 

  先ほどの１回目の答弁でもありましたように、

超高齢社会の進行によりまして、現在の介護サー

ビスでは対応が難しいもの、ごみ出しや電球交換

などの生活支援が今後ますますふえていくという

ことが予想されております。 

  これらのサービスの担い手として期待されるの

は、地域における人材ということでございます。

現在、公民館に地域支え合い推進員を配置してお

りまして、自治会での見守り活動の体制づくりを

進めてございますが、今後この活動をベースとい

たしまして連携ができないのかなということで考

えているところであります。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） これはいわゆるサービス

Ｂという住民主体のサービスという形でよろしい

んですよね。 

  では、実際にその連携はいつごろできるのか、

そのめどはどれぐらいなのかをお伺いをいたしま

す。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、住民主体

のサービスのめどということでお答えさせていた

だきます。 

  先ほどの短期集中サービスにつきましては、今

年度中ということで申し上げましたが、こちらの

ほうのサービスは病院と連携して立ち上げるサー

ビスでございますので、構築というものは比較的

に容易でありますけれども、住民主体のサービス

というものは住民によく説明をして、働きかけを

してご理解をいただいて構築ということになりま

すので、こういったことから考えますとある一定

の時間が必要になってくるのかなということで考

えております。 

  しかしながら、団塊の世代が75歳以上になるの

はもう、あと７年後ということでありますので、

なるたけ早く開始したいということで考えてござ

います。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） よろしくお願いをいたし

ます。 

  当然、生活支援体制を整備するには、地域の住

民の方の理解、協力が必要になってきますので、

当然短期間の中ですぐにできるというものではな

いということも私も認識はしています。しかし、

今後当然介護サービスを受ける方がどんどんふえ

てくるということを考えれば、この那須塩原市全

域を全て、その地域を理解して、さっとやるとい

うことは実際には難しい、ハードルが高過ぎると

思いますので、であれば、やはりどこかに１カ所、

モデル地区みたいなところ、地域の中で自治会の
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中でいろんな中で活発に地域と連携しながら見回

り等をやっているそういうような自治会もあると

思うので、どこか１カ所にそういう方のモデル地

区をつくったらどうかと思いますが、所見のほう

をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） モデル地区の設置を

ということについてご回答いたします。 

  たしかに議員御指摘のとおり、モデル地区をつ

くりまして、その他地域の整備を進めていくこと

は非常に有効な手段と考えてございますので、今

後実施に向けて検討していきたいということで考

えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ぜひともよろしくお願い

をしたいと思います。 

  続きまして、⑷に移らせていただきます。 

  地域包括ケア推進会議を行うということですが、

この会議にはどのようなメンバーが携わっている

のかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、メンバー

についてご説明をいたします。 

  こちらの推進会議にはいろいろな方が集まって

おりまして、具体的には大学の先生、自治会長、

高齢者組織の団体の方、民生委員さん、お医者さ

ん、リハビリの専門職の方、介護サービス事業者

の方、社会福祉協議会の職員の方、地域包括支援

センターの方、あとは商工会の会員の方など多く

の方が集まっております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 答弁がありましたように、

現在、本市では基幹型の設置はされていないとい

うことですけれども、現在、市内８カ所にその地

域包括支援センターがございます。それの統括と

か統括、監督、連携については、どこが行ってい

るのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、基幹型の

役割はどこが担っているのかということで回答さ

せていただきます。 

  現在は市の高齢福祉課でこの任務を行っており

まして、基幹型に求められております機能の統括、

監督、連絡調整を行っているところでございます。 

  具体的には、月１回定例会を開催いたしまして、

地域包括支援センターと協議を行いまして、総合

事業や総合事業の連絡調整や情報共有、活動内容

の確認などの連携に努めているところでございま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 月１回の各地区の包括と

定例会を行っているということでただいま答弁が

ありましたけれども、例えばその定例会を開いて

いる中で、各地区の包括センターから基幹型の設

置についてはどうかという意見は上がっていない

のかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、基幹型の

要望は上がっていないのかということについてお

答えをさせていただきます。 

  こちらにつきましては、地域包括支援センター

のほうから上がっております。この設置に向けま

しては、さらに意見の集約に努めながら、本市に
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おける基幹型のあり方を十分整理をいたしまして

設置に向けて検討していきたいということで考え

ております。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ぜひともそういう意見が

上がっているというのであれば迅速に対応してい

ただきまして検討のほうをよろしくお願いをした

いと思います。 

  今後、地域包括ケアシステムの構築をしていく

に当たりましては、地域包括支援センターの果た

す役割は大変に大きいと思います。現状では、担

当の係がさまざまな業務を兼務しながらその役割

を果たしていることと思いますので、この地域包

括支援センターの強化は必要だということから考

えれば、この指導、監督をする基幹型を明確な形

で設置をいたしまして、各地域、あるいは各現場

でさまざまな問題等に直面するセンターにとって

も重要な体制の整備ということで、しっかりと検

討のほうをよろしくお願いしたいなと思います。 

  本年３月の第１回定例会のときに、うちの吉成

代表がやはりこの包括について、静岡県の掛川市

の地域医療支援センター「ふくしあ」をご紹介し

たと思います。私も一緒に視察へ行かせていただ

きまして大変すばらしい組織だなと思いました。 

  内容については代表のほうから、るるあったと

思いますので、この基幹センターを設けるととも

に今現在の８カ所のセンターについての整備とい

うか、そのためにもここはぜひとも、代表も言っ

ていますけれども、視察に行っていただいてぜひ

参考にしてほしいなと思いますので、よろしくお

願いをしたいと思います。 

  最後、⑸について再質問をさせていただきます。 

  さまざまな主体との連携は重要であるというこ

とは答弁の中で確認をさせていただきました。 

  他の自治体の事例を見ますと、生活支援サポー

ターとして高齢者を中心に養成を行っている事例

がございます。養成講座修了後には、緩和型サー

ビスにおいてデイサービスやホームヘルプをボラ

ンティア等として手伝うなどの支援を行っている

そうでございます。 

  その他さまざまな形で地域に貢献できる人材づ

くりを行っているということであるそうですが、

本市においてこの生活支援サポーターと言われる

方々を養成することはできないのかお伺いをいた

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、生活支援

サポーターの養成について回答させていただきま

す。 

  本市につきましては、これと似たような制度が

ございまして、介護サービス事業所でボランティ

ア支援を行う高齢者を担い手としたボランティア

ポイント制度というのがありまして、福祉事業所

なんかに出向きまして、そこで囲碁や将棋の相手

をしたり、食事の配膳を行ったりとか、そういっ

たボランティアポイントの制度はありますが、今

言われました生活支援サポーターにつきましては、

内容をちょっと見てみますと、うちのほうよりも

っと幅が広い、具体的にはヘルパー的なものも行

っているということで、掃除や洗濯や外出支援な

んかも行っているものでございまして、うちより

幅が広いということでありますので、今後、高齢

者の方にもこういったことを担っていただければ

なと思いますので、生活支援サポーターにつきま

しても、今後、情報をよく入手いたしまして勉強

をしていきたいということで考えてございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） よろしくお願いします。 
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  この総合事業につきましては、昨年４月から開

始をされて、いろいろとこれからサービス等を考

えていかれると思います。そういう中で、いろい

ろサービスを考える中で、例えば現在、他市で行

っているサービスで本市が参考になるようなそう

いうものを総合サービスでやっていることを確認

しているのか。また、視察に行ってきたというこ

とがあればお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 他市の視察というこ

とで、平成28年度に高根沢町のほうに研修をさせ

ていただきました。そこは、うちより早く総合事

業を始めまして、うちが29年から始めたんですが、

高根沢町では28年度から始めまして、うちのほう

より進んでいるというか、サービスが移動支援な

どのサービス、分類で言いますとＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ

とあるんですが、うちのほうはまだＡしかやって

いないところなんですが、それで先ほどの集中サ

ービス、Ｃを今年度から始めるということなんで

すが、高根沢町におきましては移動支援のサービ

スＤを行っているということで、それが非常に参

考になったというのと、あとは今、先ほどの質問

でお答えをしました生活支援サポーターについて

も高根沢町で行っているということで、この２点

が非常に参考になったということでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 高根沢町が参考になった

ということで、ぜひとも、もしわが市のほうでで

きるのであれば、よろしく取り入れていただきた

いなと思います。 

  この総合事業の活用については、市町村の判断

と裁量に任されております。自治体にとって比較

的自由な高い事業である一方、自治体の積極的な

取り組みと熱意と、そして適切なマネジメント能

力も大変必要になってくると思います。 

  私のほうでちょっと見たんですが、実はこの天

童市で、やはりこの総合事業だと思いますけれど

も、要支援１、２、また、その生活費の低下が見

られるというこの65歳以上の人を当然対象といた

しまして、市内９介護事業者とスーパー３店舗が

参加をして、週１回で買い物リハビリというのを

立ち上げたそうでございます。これは全国的に先

駆けてということで非常に注目を浴びているんで

すが、内容といたしましては、高齢者がスーパー

で店内で買い物をするので、やっぱり当然運動に

なるし、お金を支払ったりするので脳にもいいわ

けですね。運動や脳の活性につながるということ

で、天童市はこのサービスを開始をしたところで

ございます。 

  ですから、この総合事業につきましては、その

自治体がその地域に合ったサービスをいろいろと

提供していきながら、高齢者の介護抑制のためで

もありますので、いろいろと工夫をしていただき

ながら、よりよいサービスの提供に心がけていた

だきたいなと思います。 

  最後になりますけれども、誰もが住みなれたま

ちで安心して暮らし続けるための住民同士の助け

合いを基本とした活動が、今後の地域社会、地域

包括ケアシステムの構築が不可欠であると思いま

す。 

  現在、介護サービスは、介護福祉士やリハビリ

職など専門職による提供である一方、それら専門

職ではなくても提供できる、言いかえれば今の介

護サービスでは提供できない生活支援などが今後

は必要であると思います。そういう意味では、こ

の新しい総合事業は、サービスをつくり出すとと

もに、地域づくりであると思っております。 

  住みなれた地域で何か貢献したい、地域を元気
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にしたい、そのための担い手になりたいと思って

いる方はたくさんいるはずです。そういった高齢

者を初め、地域住民と企業、ＮＰＯなどとしっか

りと連携して、要支援者に対する効果的かつ効率

的な総合事業になることを期待いたしまして、１

回目のこの項の質問を終わらせていただきます。 

  続きまして、２番の成年後見制度について。 

  成年後見制度が施行されてから18年が過ぎ、制

度の利用率も高まりつつあります。この制度は、

認知症、知的障害、精神障害等によって判断能力

が十分でない方が不利益を受けないように、援助

する人を家庭裁判所が選任し、法律面や生活面で

支援するもので、介護保険制度と同時に発足して

おります。平成28年度時点では、全国の利用者数

は約20万人です。 

  しかし、認知症高齢者、知的障害者、精神障害

者は、合わせて約900万人と推定されており、多

くの方々がこの制度の利用に至っていないとされ

ています。 

  その要因として、後見人の人材不足などに加え、

制度の周知が十分に行われていないことが大きい

のではないかと感じます。成年後見制度を必要と

する方が適切に利用できるようになるために、さ

らなる普及啓発が重要と考えることから、以下の

点についてお伺いをいたします。 

  ⑴成年後見制度の事業内容と利用状況の直近５

年間の推移についてお伺いをいたします。 

  ⑵成年後見制度の課題についてお伺いをいたし

ます。 

  ⑶制度の周知、啓発の取り組み内容について現

状をお伺いします。 

  ⑷成年後見制度利用促進基本計画に基づく、市

町村計画の策定について、本市の取り組み状況を

お伺いいたします。 

  ⑸今後、認知症やひとり暮らしの高齢者の増加

が予想され、利用しやすい制度とするためには、

弁護士など専門職や親族による後見人だけではな

く、市民後見人の育成が必要と思われるが、本市

での市民後見人育成についての考えをお伺いをい

たします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、２の成年

後見制度について順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の成年後見制度の事業内容と利用状

況についてお答えいたします。 

  成年後見制度には、法定後見制度と任意後見制

度があります。法定後見制度は、判断能力の程度

などに応じて後見、保佐、補助に分かれています。

家庭裁判所によって選任された成年後見人は、利

用者の利益を考えながら、契約などの法律行為を

代理で行うなど利用者の保護や支援をするもので

あります。 

  任意後見制度は、利用者が十分な判断能力があ

るうちに、将来判断能力が不十分になった場合に

備えて、あらかじめ自分が選んだ代理人と財産管

理などに関する代理権を与える契約を結んでおく

ものであります。 

  なお、本制度の利用状況につきましては、市長

申し立て件数は平成27年度２件、平成28年度２件、

平成29年度ゼロ件であり、その他は非公開とされ

ていることから把握しておりません。 

  次に、⑵の制度の課題についてお答えいたしま

す。 

  成年後見制度の課題については、財産の保全の

観点のみが重視され、利用者の利益や生活の質の

向上のために財産を積極的に利用するという視点

に欠ける点などが挙げられております。 

  次に、⑶の制度の周知、啓発の現状についてお
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答えいたします。 

  制度の周知、啓発については、地域包括支援セ

ンター職員やケアマネジャーが高齢者を訪問した

際、必要に応じて行っております。また、市の委

託事業として公益社団法人成年後見センター・リ

ーガルサポートとちぎ支部が成年後見無料相談会

を年４回実施しており、啓発に努めております。 

  次に、⑷の市町村計画策定の取り組みと⑸の市

民後見人育成については、関連がありますので一

括してお答えいたします。 

  市町村計画の策定については、専門性の高い司

法関係機関との連携などがあることから、県が必

要な調整、助言や援助に努めることになっており

ます。これらの調整などが図られてから、市計画

の取り組みや市民後見人育成について検討してい

きたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、順次再質問を

させていただきます。 

  先ほど答弁で、法定後見制度で判断能力の程度

に応じて後見、保佐、補助に分かれると答弁があ

りましたけれども、それぞれの違いについてお伺

いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それぞれの違いにつ

いてご説明をいたします。 

  成年後見制度では対象となる方の判断能力に応

じまして、後見、保佐、補助に分かれております。 

  まず、後見につきましては、判断能力が全くな

い方で、後見人になった方には財産管理について

の全般的な代理権や取消権が自動的に与えられる

というものでございます。 

  次に、保佐については、判断能力が著しく不十

分な方ということになっておりまして、保佐人と

なった方には、借金、訴訟行為、相続承認や放棄

などの特定の行為を行う際にその内容が本人に不

利益でないか検討して、問題がなければ同意する

権利や取消権が与えられるというものでございま

す。 

  最後に、補助につきましては、判断能力が不十

分な方ということで定義をされておりまして、補

助人となった方につきましては、家庭裁判所への

申し立てによりまして特定行為の同意権や取消権

が与えられるというものでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  それでは、その任意後見制度では、どのような

方が後見人に選ばれるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、任意後見

制度ということで、こちらの制度につきましては、

先ほども申し上げましたように、利用者が十分な

判断能力があるうちに、あらかじめ自分の選んだ

代理人と契約を結ぶということで選ぶものであり

ます。利用者がみずから選んだ方が後見人となる

ということでございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 利用者が選ぶというのは、

具体的にはどういう方なんですか。わかれば。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 具体的にはどのよう

な方かというようなことでございますが、具体的

には身近な方ということで、親族で大体はお子さ

んなのかなということで推測しております。 

  以上です。 
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○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  それでは、先ほど成年後見制度の利用状況につ

きまして市長申し立ての件数を示していただきま

したけれども、年間大体２件というのは少ない感

じが自分はちょっとするのですけれども、市長申

し立てとは、どのような場合に該当するのかをお

伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 市長申し立てはどの

ような方が該当するのかということで説明をさせ

ていただきます。 

  説明の前に、通常は成年後見人の申し立てとい

うのは親族の方が行うのが一般的かなということ

なんですが、それで、その親族の方については、

配偶者か４親等以内の方が行うということになっ

ておりますが、人によっては申し立てをする親族

がいないという方がいたり、親族がいても拒否し

たりとか、そういった場合にご本人の状況や後見

人の必要性を判断いたしまして、親族にかわって

市長が行うというものでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） その現状と後見人等の必

要性を判断してということですけれども、この判

断は誰が行うのか、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 後見人の判断という

ことで、市長申し立てでありますので、誰もその

申し立てをする親族がいないということが第１点

の条件になりまして、その上で、その人が本当に

判断能力が不十分なのかというものをまた精査し

なくてはいけないんですが、それの判断について

は身近にいるケアマネジャーだったりとか、あと

は最終的にはお医者さんの見立て、診断書を参考

にしまして、この方はやはり成年後見人の申し立

てが必要だということを判断するのは、最終的に

は市長ということでございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  先ほど親族がいない方とか、親族との関係が余

りよくなくて申し立てができないということだと

思うんですが、かなり限定的な場面だとは思いま

すけれども、市長が親族にかわって申し立てがで

きるということですけれども、実際にどのような

方が利用しているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） どのような方が申し

出を、どのような方の利用が多いのかということ

でお答えをさせていただきます。 

  高齢化に伴いまして、認知症の高齢者も増加を

しております。先ほど申し上げました２件と２件

ですから４件ございましたが、全て高齢者の方と

いうことになっております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  やはりこの４名の方は高齢者の方ということで

わかりました。 

  法定後見制度の開始の審判の申し立てを占める

市町村申し立ての件数が近年は大幅に増加をして

いるという統計が出ています。確かに2000年には

わずか23件、その申し立て件数の占める割合とし

ては約0.3％だったのが、2017年には7,000件以上

ということで、約20％まで増加をしているという

データが出ております。 

  これも市長申し立ての必要性が高まっていくと
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思いますので、引き続き迅速な対応をお願いをし

たいと思います。 

  ちなみに、この後見の高齢者人口に対するその

後見人の申し立ての件数のワーストで低いのは、

栃木県は２番目に低いというデータが出ておりま

すので、この後もありますけれども、周知という

かまだまだ知らない方がいるのかなとは思います。 

  続きまして、⑵に対して再質問をさせていただ

きます。 

  本市では、成年後見制度に関する相談は何件ぐ

らいあったのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 相談の件数につきま

しては、正確な相談件数というのは把握してござ

いません。これらの相談については、市長申し立

て以外に、市として相談として行っているので多

いのは、高齢者の支援にかかわっております地域

包括支援センターやケアマネジャーの方がこうい

った相談にかかわっているケースが多いというこ

とでございまして、一応全てのところは聞いてい

ないんですが、今のところ１つの包括支援センタ

ーに聞いたところ、その包括支援センターは七、

八件だということでありますので、包括支援セン

ターが８つございますので、包括支援センター全

てで年間50件ぐらいなのかなということで推測し

ております。 

○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時００分 

 

再開 午前１１時１０分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） それでは、引き続き再質

問をさせていただきます。 

  先ほど相談についてはケアマネジャーの方、相

談支援員の方が聞くということで、実際それはい

ろいろ高齢者等の当たっているときにそういうふ

うな話は出てくるとは思うのですけれども、実際

に後見人をつけたいという人がいる、今後任意後

見人をつけたいという方が相談をしたいというと

きに、後見人の相談窓口は、本市ではどこで行っ

ているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、市の相談

窓口ということでお答えをさせていただきたいと

思います。 

  市の相談窓口といたしまして、保健福祉部の高

齢者であれば高齢福祉課、障害者の方であれば社

会福祉課ということになってございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 大体関係する人がそうだ

ろうとは思うんですけれども、ただ一般の市民の

レベルから見たらば、ただこの後見制度自体の内

容もわからないですし、きちっとした明確にこう

いうところで相談窓口があるんだというようなこ

とも含めながら周知をするので、やはり私として

はどこかきちっとした形で、ここできちっとした

成年後見制度の相談内容を受け付けますよという

ような、やはりそういう窓口というのは必要なの

ではないかなとは考えておりますけれども、今後、

例えばそういうきちっとした窓口をつくっていく

という考えはあるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 
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  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 今後の窓口設置とい

うことについてお答えをさせていただきます。 

  今、高齢福祉課、社会福祉課で窓口というふう

にご説明をしましたが、今後窓口を一本化するこ

とも必要もあるのかなということで考えてござい

ますが、まず一番相談の多い地域包括支援センタ

ーと連携がとれるような体制というようなものを

考えていく必要がございますので、そういったも

のを考えた上で今後研究していきたいということ

で考えてございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ぜひ早急に設置をしてい

ただきたいと思います。 

  ご存じのとおり、この成年後見制度というのは、

本当にまだまだ知らないし、私自身も正直議員に

なる前は、言葉は聞いていましたけれども、実際

にはどういうものなんだということはわからない。

だから今後、本当に市民の方はわからないと思い

ますので、そういった明確に窓口を設けるのは早

急に設けていただきたいなと思います。 

  では、続きまして、⑶について再質問をさせて

いただきます。 

  制度の周知については、地域包括支援センター

やケアマネジャーが訪問した際に、先ほど必要に

応じて行っているということでありますけれども、

では、そのどの程度訪問しているのか、現状をお

伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） どの程度訪問してい

るのかということでございますが、周知啓発は必

要に応じて行っているということでございますの

で、訪問した際に周知を行っているのかどうかと

いうところまでは詳細については把握してござい

ません。 

  ちなみに、訪問回数、地域包括支援センターの

訪問回数につきましては、平成29年度におきまし

ては、年間延べ9,709回ということになってござ

います。 

  また、ケアマネジャーの訪問回数については、

回数は把握してございません。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ケアマネジャーの方が訪

問して、それは人それぞれだとは思いますけれど

も、気がつく人はそういうふうにすぐにぱっとな

ると思いますけれども、いろいろ対応を含めてど

うしてもそこまで後見人制度を周知することはで

きない、それも実際、本来の業務ではあるんです

けれども、市のほうのウエイトが大きい業務のほ

うに専念してしまって、なかなか行けないなとい

うことであるとは思います。 

  当然、そのケアマネジャーさんなりが訪問した

ときに、いざ後見人制度が必要になったときに、

当然そういう中で紹介によってこの制度を周知で

きることは当然有利だと思うのですけれども、た

だ一般のまた、使用しての方の、先ほども言った

ように多くの方が今後必要であろうという方がた

くさんいると思うんですけれども、そういう方へ

の周知ということも大変必要になってくると思う

んですが、訪問、無料相談以外に、周知啓発の広

報はやっているのかについてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、それ以外

の周知啓発ということでお答えをさせていただき

ます。 

  それ以外の周知啓発につきましては、家庭裁判
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所、公益社団法人成年後見センター・リーガルサ

ポートとちぎ支部、栃木県社会福祉士会、権利擁

護センターなどが作成しましたパンフレットを市

に送ってきてくれますので、そういったものを窓

口に設置をして周知啓発を図ってございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） パンフレット、なかなか

パンフレットを置いておいても、その制度自体が

わからないからなかなか持っていくという人もい

ないのかなと思いますけれども、過日の10月20日

の広報でしたか、やはりこの成年後見制度の説明

会ということで載っていました。場所については

宇都宮なんですね。説明会へ宇都宮まで行くかな

と思ったんですけれども、実は市内で無料相談会

を開始しているという先ほど答弁がありましたが、

どこで開催をしているのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） どこで開催している

かということにつきましては、５月と11月にはい

きいきふれあいセンターで開催いたしました。８

月は西那須野保健センターで開催いたしました。

また、来年の２月19日には、やはり同じく西那須

野保健センターのほうで開催する予定となってご

ざいます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 大体予想はつくんですけ

れども、なかなか当然周知はしていても、この制

度自体がわからないので、一生懸命、当然のこと

ながら無料相談とかも大事ではあると自分も思い

ます。ただ、出席者数もそんなに少ないんじゃな

いかなとは予想されるんですけれども、この周知

につきましては、現在、例えば出前講座など、要

するにこちらから周知をしていくという出前講座

のようなことを僕は考えるんですけれども、その

ことについてはどうでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 出前講座の開催につ

いてでありますが、現在、出前講座はやってござ

いませんが、議員ご指摘のとおり、確かに関心持

たれたから来て、説明をしてくれよということに

つきましては、大変効果があるということで、で

きれば来年から出前講座を実施していきたいとい

うことで考えてございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） よろしくお願いをしたい

と思います。 

  それと、やはりその地域に密着している方、高

齢者と接点がある方といたしまして民生委員、地

区の民生委員、やはりそういう方に接していると

思いますので、そういう方に対しても周知のほう

をしていったらどうかなと私は思うんですが、民

生委員の方への周知と啓発についてはどのように

お考えでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 民生委員の方につい

ての周知ということで、確かにこちらについても

効果が期待できると思いますので、民生委員さん

の定例会というものがございますので、そちらに

おいて周知啓発を図っていきたいということで進

めてまいりたいと思います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ぜひともよろしくお願い

をしたいと思います。 
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  やはりこの成年後見制度、高齢者の方がやはり

いろいろ詐欺とかに遭ってしまったり、そういう

事件が多発しておりますので、どうかよろしくお

願いいたします。 

  では、続きまして、⑷と⑸が関連ということで

再質問をさせていただきたいと思います。 

  成年後見制度利用促進に関する施策の総合性、

計画的な推進を図るために、平成29年３月に成年

後見制度利用促進基本計画が策定をされました。

この計画はおおむね５年間を計画期間としていま

す。この計画では、権利擁護支援の地域ネットワ

ークの構築が必要であると示されております。先

ほどの答弁で、県からの調整等があってからとい

う答弁がございましたけれども、本市では今現在、

どのようなイメージでこのネットワークを考えて

いるのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、ネットワ

ークのイメージということでご説明をさせていた

だきます。 

  ネットワークにつきましては、参加する機関に

ついては、家庭裁判所、弁護士会、司法書士会な

どの専門団体、また医療機関、福祉関係などの団

体、また地域包括支援センター、社会福祉協議会、

民生委員さん、自治会の方などの地域団体など多

くの関係機関が連携することによって、貢献活動

を支援するという体制をイメージしております。 

  また、後見人を受けていただく方の調整など、

さまざまな支援を行う中核機関や新たな後見人の

担い手となる市民後見人の養成機能などもあわせ

て研究していく必要があるのかなということで考

えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） ただいまの答弁、家庭裁

判所とか弁護士会、司法書士会等と連携している

ということですけれども、この組織というのは市

単独でできるのかどうか、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 市単独でできるのか

ということについて説明をさせていただきたいと

思います。 

  参加する機関が、家庭裁判所だったり弁護士会、

司法書士会、社会福祉士会というような機関であ

るため、こういった機関は県単位で組織されてい

ることが多かったり、またここで挙げました医療

機関や福祉機関も市町にまたがったりとか、市と

町にまたがったりしていることを考えますと、や

はり県の支援というものが必要となってきますの

で、市単独ではちょっと難しいのかなということ

で考えてございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） 単独では無理ということ

で。 

  実は、東京の品川区では品川成年後見センター

を立ち上げておりまして、このセンターは社会福

祉協議会が主体となって制度の普及や啓発、市民

後見人の育成に取り組んでいるそうでございます。 

  成年後見人に関する相談の受け付けから、家庭

裁判所への申し立て、後見の実施までを一括して

行うこのワンストップセンターであり、関係者の

間では品川モデルと呼ばれているそうでございま

す。 

  本市でも、このようなセンター、もしくはそれ

を類似した組織を立ち上げることはできないのか

お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 
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  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、立ち上げ

についてということで説明をさせていただきます。 

  確かに品川区とかほかの自治体ではかなり進ん

だものがつくられておりますので、本市において

は全く白紙という状態でございますので、こうい

った先進事例の情報を収集しまして、立ち上げの

研究をしていきたいということで考えてございま

す。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） よろしくお願いをいたし

ます。時間がありませんので。 

  では、その後見人、市民が後見人になるには、

当然財産もありますから、民法にもかかわってい

くのかなと思いますけれども、この市民後見人に

なるためには何か条件があるのか、お伺いをいた

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 市民後見人になるた

めの条件というものは、特別ございませんが、逆

になれない条件というものが民法に決まっており

まして、一例を挙げますと、未成年者、破産者、

こういった方はなれないということで、民法の

843条に規定されているところでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  言うなれば、誰でもなれるということで。 

  では、市民後見人に対して期待されることとい

うのはどのようなことなのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 市民後見人に期待さ

れることということでございますが、今後高齢化、

どんどん進んできまして、認知症の方、ひとり暮

らしの方もどんどん進んでいくということで、こ

の成年後見制度自体の利用はどんどん高まってい

くのかなということで考えてございます。 

  そういう中で、今なり手が弁護士さんであった

りとか司法書士さんであったりとか、社会福祉士

さんで、そういった専門家の方だけなんですが、

ほとんど後見人を担っているんですが、こういっ

た方の数も限られておりますので、こういった方

を補う意味で需要が高まっていくという中で、市

民後見人の方については、こういった専門の方を

補うような形が期待させているということで考え

てございます。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） たしかに市民後見人、こ

れから専門の方では対応できないのではないかと

いうことで市民後見人ということで、国も動いて、

何とか養成ということでありますけれども、なか

なか市民後見人といって人の例えば財産なり、そ

れを扱うわけですから、当然考え方にハードルは

ちょっと高くて、すぐに私やりますというわけに

はならないと思いますけれども、幸い、この市民

後見人を何とか育成していくという前向きであり

ますので、この市民後見人の役割と課題について

再度お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 市民後見人の役割に

つきましては、市民の方ですので、身近に住んで

いる、同じ地域で生活している市民ということで

ございますので、地域の事情に詳しく、きめ細や

かな支援ができるのかなということで考えており

ます。 

  例えば、食費や光熱費の支払いなどの日常的な

金銭管理、介護サービスや医療制度の手続や契約
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の代行、日常生活に必要な支援が中心の案件で、

あくまでも一般の市民の方ですので、複雑な法律

関係が入らないような案件が役割になってくるの

かなということで考えております。 

  課題につきましては、今も申し上げましたよう

に、そういった法律の専門家ではありませんので、

こういった法律にやはり詳しくないということは

課題でありますので、そういったことを補うため

に、弁護士、司法書士の方と連携できるような体

制づくりが課題であるのかなということで考えて

ございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ４番、星野健二議員。 

○４番（星野健二議員） わかりました。 

  いろいろと大変だと思います。すぐにできると

は思いますけれども、高齢化が進んでいきますと、

認知症高齢者の増加も見込まれます。成年後見制

度の必要性はますます高まってくると思います。 

  地域で安全、安心して暮らせるように、さまざ

まな機会に効果的な方法で制度の理解を広める周

知、啓発活動に努めていただき、必要であれば親

族にかわって市長が速やかに申し立てを行い、後

見人が不足するようであれば市民が担うことにな

っていただくような人材育成を図っていく、こう

いった取り組みが重要になってくると考えます。 

  さまざまな課題があろうかと思いますが、県、

関係者と調整をとりながら検討をされることを期

待をいたしまして、私の一般質問を終わらせてい

ただきます。 

○議長（君島一郎議員） 以上で４番、星野健二議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 櫻 田 貴 久 議員 

○議長（君島一郎議員） ここで申し上げます。 

  この後、市政一般質問を行う15番、櫻田貴久議

員から健康上の理由により着座のまま質問したい

旨の申し出があり、これを許可しましたので、ご

承知おきお願いいたします。 

  次に、15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 皆さん、こんにちは。 

  議席番号15番、自民クラブ櫻田貴久です。 

  皆さんもご存じのとおり、豊浦小学校は全国の

英語教育のパイオニアでございます。豊浦小学校

の後輩であります星野議員からバトンを受け継ぎ、

とようらっ子魂で市政一般質問を行います。 

  それでは、通告書に従い、市政一般質問を行い

ます。 

  １、観光行政について。 

  栃木県を対象にしたＪＲグループの大型観光企

画「本物の出会い栃木」デスティネーションキャ

ンペーン（以下「ＤＣ」という）が終了しました。

観光客の取り込みや新たな観光資源の発掘で成果

を上げました。一方で、宿泊客の少なさなど、ど

のように従来の課題を克服し、ＤＣのレガシー

（遺産）を次に生かすか、各観光地の力量が問わ

れます。 

  そこで、本市としてもアフターＤＣへの万全な

対応をするとともに、本市のインバウンド及び民

泊に対する対応や深刻な人手不足など、本市の観

光行政の取り組みについて以下の点についてお伺

いをいたします。 

  ⑴現時点での観光客入り込み数と宿泊者数の前

年同期比についてお伺いをいたします。 

  ⑵ＤＣ期間中の本市の観光客入り込み数と宿泊

者数についてお伺いをいたします。 

  ⑶本市のアフターＤＣの取り組みについてお伺

いをいたします。 

  ⑷本市のインバウンドの取り組みについてお伺
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いをいたします。 

  ⑸本市の今後のインバウンドの対応についてお

伺いをいたします。 

  ⑹本市の民泊の現状についてお伺いをいたしま

す。 

  ⑺今後、本市としては、民泊についてどのよう

に対応をしていくのか、お伺いをいたします。 

  ⑻観光業における深刻な人手不足の現状を本市

としてはどのように把握しているのか、お伺いを

いたします。 

  ⑼今後、深刻な人手不足の解決に向けて本市が

行うさまざまな支援及び取り組みについて、お伺

いをします。 

  ⑽今後の観光業の活性化に向けての本市の取り

組みについてお伺いをします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） １の観光行政につい

て順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の現時点での観光客入り込み数と宿

泊者数の前年同期比についてですが、10月までの

速報値でお答えいたします。 

  １月から10月までの観光客入り込み数は804万

9,169人で、前年同期比で1.8％の増、宿泊者数は

79万328人で0.8％の減となっております。 

  次に、⑵のＤＣ期間中の本市の観光客入り込み

数と宿泊者数についてお答えいたします。 

  ＤＣ期間中に当たり、４月から６月の３カ月間

の観光客入り込み数は230万82人で、前年同期比

で2.5％の減、宿泊者数は21万4,920人で0.3％の

増となっております。 

  次に、⑶の本市のアフターＤＣの取り組みにつ

いてお答えいたします。 

  アフターＤＣの取り組みに関しましては、プレ

ＤＣ、本ＤＣで取り組んできた地元食に着目した

４つのキャンペーンを中心に、検証と改善を加え

て継続することとしており、11月に観光局におい

て事業者に向けた説明会が開催されたところであ

ります。 

  次に、⑷の本市のインバウンドの取り組みにつ

いて、⑸の本市の今後のインバウンドの対応につ

いては、関連がありますので一括してお答えいた

します。 

  本市のインバウンド事業は、富裕層の個人客を

ターゲットとし、中国上海に拠点を設置して現地

旅行事業者やメディアへのプロモーションを継続

しているほか、フェイスブックやウエブサイト等

により近年経済成長著しいＡＳＥＡＮ地域や台湾

への情報発信を行っております。 

  今後におきましては、個人旅行化が進む台湾に

ついて、取り組みの強化を検討していきたいと考

えております。 

  次に、⑹の本市の民泊の現状についてお答えい

たします。 

  ことし６月に施行された住宅宿泊事業法に基づ

き、本市内にも数件の事業者が届け出を行ってい

ることを確認しております。 

  次に、⑺の今後、本市としては民泊についてど

のように対応していくかについてお答えいたしま

す。 

  民泊に関する届け出や監督は栃木県が行ってお

りますが、本市の旅館を初めとした宿泊施設への

影響や周辺環境の悪化を防止する観点などから、

本市としても状況を注視していきたいと考えてお

ります。 

  次に、⑻の観光業における深刻な人手不足の現

状を本市としてはどのように把握しているのかに

ついて、⑼の今後、深刻な人手不足の解決に向け
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て本市が行うさまざまな支援及び取り組みについ

ては、関連がありますので一括してお答えいたし

ます。 

  観光業における人手不足につきましては、各観

光団体や旅館からの情報及びハローワークとの情

報交換の中で、その状況を把握しているところで

あります。 

  今後も観光団体やハローワークと課題を共有し

ながら、連携した取り組みや支援ができないか、

意見交換を続けていきたいと考えております。 

  最後に、⑽の今後の観光業の活性化に向けての

本市の取り組みについてお答えいたします。 

  歴史ある温泉地という観光資源を最大限に生か

し、ＤＣで取り組んできた観光事業者を巻き込ん

だ地元食のキャンペーン、二次交通対策や平場へ

の回遊性を高めるバスツアー、地域資源を生かし

たイベント等、ＤＣ終了後も観光局を中心とした

観光地としての磨き上げを重ね、それを効果的に

観光客へ伝えるプロモーションを継続し、観光の

活性化を図ってまいりたいと考えております。 

  以上であります。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、⑴、⑵は関

連をしていますので、一括で再質問をさせていた

だきます。 

  観光客入り込み数と宿泊者数が単月でタイムリ

ーに把握していることについては、非常に評価の

できる取り組みだと思います。 

  そこで、本市が観光客入り込み数をカウントし

ている対象施設などについて、昨年度との違いが

あるのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 観光客の入り込み数

の把握について、昨年度と違いはあるかというご

質問でございますけれども、観光客入り込み数調

査対象は、昨年度とほぼ同様でございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、調査対象の

数についてもお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 調査対象の数という

ことでございますが、市内で48の施設が調査対象

となっております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、現時点での

昨年に比べての本市の宿泊施設のキャパシティに

ついてもお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 昨年度と比較しての

本市の宿泊施設のキャパシティということでござ

いますけれども、平成29年、昨年度と比較します

と、本市の宿泊施設数、収容人数とも若干減少し

ております。数字的なもので申し上げますと、30

年１月１日では、90施設8,657人、12月現在では、

88施設8,577人というようなことになっておりま

す。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、ことしの夏

のトップシーズンの塩原温泉、板室温泉の宿泊者

数の現状についてもお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） この夏の塩原温泉、

板室温泉の宿泊者数の現状についてということで

ございますが、７月から９月の塩原温泉、板室温

泉の宿泊者数につきましては、台風等の影響もご

ざいまして約3,000人減少、パーセントで申しま
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すと1.2％の減少ということになっておりました。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、ＤＣ期間中

の実績をどのように分析しているのか、お伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ＤＣ期間中の実績を

どのように分析しているのかということでござい

ますけれども、ＤＣ期間中の入り込み数につきま

しては、前年比で２％減少、宿泊者数は0.3％の

微増となっておりまして、低調な結果と捉えられ

ますが、観光局が発表しましたことし４月から６

月の国内宿泊入り込み者数は、前年11％減、栃木

県が発表しました県内観光客宿泊数も1.5％の減

となっており、全国的に客足が鈍る中において、

また宿泊施設数が減少しているという中にいて、

本市としてはまずまず健闘したのではないかとい

うふうに捉えております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 今、部長が答弁したよ

うに、そういう分析が冷静なのかなと、当たって

いるのかなという気はしますが、本市の観光行政

のすばらしい取り組みがこういう結果だったんだ

なという気はしています。 

  それでは、⑶の再質問に入りますが、本市のＤ

Ｃの取り組みについて、県内の自治体の中でも高

評価だったと思います。 

  そこで、本市の取り組みの検証結果について具

体的にお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 本市のＤＣの取り組

み結果について、検証結果ということでございま

すけれども、まず、本市の取り組みとして地元食

に着目した４つのキャンペーンに取り組みました

が、地域として観光客をお迎えするための形とし

て、今後も継続できるものとして確立できたもの

というふうに考えております。 

  また、プロモーションといったところに関しま

しては、ＪＲ各駅での告知が効果的にできたと考

えております。本市のポスターやパンフレットを

他市町と比較しても数多く掲示されまして、多く

のＪＲ利用者の目に触れたものと思います。 

  ＤＣ以前から継続してまいりましたＪＲとの連

携が生かされたと同時に、相乗効果が改めて確認

できたというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 確かにポスターなんか

はほかの自治体、ほかの協会等がうらやむくらい

に、いい場所に張ってあった、そのような声も聞

いていますし、これはまさしく観光局並びに関連

事業者の皆さんのご努力によって、こういう結果

になったんだなという気はしています。本当に地

元食に包括した取り組みについては、非常に評価

のできる取り組みだと思います。 

  そこで、現場サイドからの反応についてお伺い

をいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 地元食について包括

した取り組みについての現場サイドの反応という

ことでございますが、この取り組みにつきまして

は、宿泊施設だけではなく、市内のさまざまな飲

食店等を含めて市全体で取り組めたというところ

で、よかったというような反応をいただいており

ます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、ＤＣの結果
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を踏まえ、受け入れ側の変化などについて、どの

ように感じているのかをお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ＤＣの結果を踏まえ、

受け入れ側の変化ということでございますけれど

も、やはり観光客の旅行動機の上位であります食

に関する重要性といったものが認識されてきてい

ることは、このキャンペーンが観光客をお迎えす

るためのおもてなしであるという理解が深まって

きているというふうに感じております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 今回のデスティネーシ

ョンの評価の高かったことは、皆さんも旅行する

ことがあると思うのですが、食の重要性を説いた

こと、食に着目したことが非常に成果のあった結

果ではなかったかと思います。 

  ですから、地元食に着目した４つのキャンペー

ンのさらなるバージョンアップの具体的な内容に

ついてもお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 地元食に着目しまし

た４つのキャンペーンのバージョンアップの具体

的な内容ということでございますけれども、具体

的に申し上げますと、アフターＤＣに向けまして

はキャンペーンの参画施設がふえるということは

ございます。 

  そのほか、パンフレットの見やすさ、あるいは

スタンプラリーといったものや料理のしやすさと

いった細かい改善なども加えております。 

  バージョンアップといったことに関しましては、

参画施設をふやしていくということはもちろん、

中身の質を上げていくといったところを今後も継

続して行ってまいりたいというふうに考えてござ

います。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、今後のさら

なる取り組みをどのようにプロモーションをして

いくのか、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 今後の取り組みをど

のようにプロモーションしていくのかということ

でございますけれども、ＤＣといったもの、こう

したキャンペーンをつくり上げる期間であるとい

うことでございまして、今後それらを継続して磨

き上げ、きちんとしたプロモーションをしていく

といったことが必要であるというふうに考えてお

ります。 

  ＤＣ終了後こそ、プロモーションがより重要に

なり、観光局と連携しながら、ＪＲ各駅やメディ

ア等を活用し、さまざまな情報発信をしていきた

いというふうに考えてございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 部長、そんな中でなん

ですが、11月に行われた事業者に向けた説明会の

概要についてお伺いをします。また、成果につい

てもお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 11月の事業者向けの

説明会の概要及びその成果ということでございま

すが、アフターＤＣに向けまして４つの食のキャ

ンペーンの趣旨や内容に関する説明会を開催した

ものでございまして、多くの参画施設に参加をい

ただきまして、事業への理解を深めていただいた

というところでございます。 

  また、テレビや新聞でも取り上げて記事にして

いただきまして、市民や観光客の皆様へのＰＲに
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なったということはもとより、改めてキャンペー

ン参加施設の追加になったという効果により、今

後継続してまいりたいというふうに考えてござい

ます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 観光局が進めている戦

略もさることながら、こういった説明会を開くこ

とが今まで本市になかった観光の取り組みだと思

うんですね。ですから、事業者の皆さんの意見を

どんどん聞くとともに、市としては観光に対して

こういう方向でいくんだという意思表示、やっぱ

りそういったものに関しては、今後も引き続き続

けていっていただければと思いますので、こうい

ったものに関しては、さらなる取り組みをしてい

っていただきたい。１年中、いろんな旅行プラン

があったりとか、この地域のよさはさることなが

らなんですが、今までになかった地元業者と観光

局の親密な関係、こういうことをやることによっ

て成功に導けているようなそういった説明会を開

くことによって、１件でも２件でも多く参画して

いただければ、ますます本市の観光行政について

も弾みがつくと思うので、引き続きよろしくお願

いをしたいと思います。 

  今回のＤＣの本市の取り組み成果について、本

市としての所感をお伺いします。また、ＤＣを通

しヒントや気づきがあれば、それについてもお伺

いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 今回のＤＣを通して、

本市としての取り組みと成果の所感、あるいはＤ

Ｃを通してのヒントや気づきといったところのご

質問でございますけれども、ＤＣにつきましては、

その期間中の観光客をふやすことに成果を求めが

ちではありますけれども、本市としましては、観

光地としての品質の向上を取り組みの柱としてき

たところでございます。 

  そういった意味で市内での事業者が一体となっ

て観光客を迎えるためのコンテンツをつくり、継

続できているということは成果であるというふう

に捉えております。 

  今後もこれらを継続することにより地域の品質

向上を図ることで、満足度や消費単価を向上させ

ていきたいというふうに考えております。 

  また、ＤＣを通じた気づきについては、プロモ

ーションにおけるＪＲとの連携の重要性といった

ものについて改めて感じたところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 今部長のほうから答弁

をいただきました。まさしく共通認識ではあるん

ですが、19年前のやすらぎの栃木路のキャンペー

ンに比べたら、今回のＤＣに関してはかなり本市

としては地元事業者との取り組み、そして観光局

を中心にさまざまないろんな企画をし、成功に導

いたことに関しては、今回のＤＣは非常に意義が

あった、そしてほかの自治体からも高評価を受け

るようなそういった取り組みは今後の観光行政に

ついてこのＤＣがきっかけでさらなる観光行政の

ますますの発展に弾みがついたのではないかと思

いますので、どうか今回のはいい意味での反省材

料にして、引き続き頑張ってもらいたいと強く要

望をいたします。 

  それでは、⑷、⑸については、関連をしていま

すので、一括で再質問をさせていただきます。 

  ここ５年間の訪日外国人の宿泊者数についてお

伺いをいたします。また、昨年の国籍別外国人宿

泊者数で、上位５カ国はどこかについてもお伺い

をいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 
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○産業観光部長（小出浩美） ここ５カ年の訪日外

国人の宿泊者数及び国籍別の宿泊者数、上位５カ

国ということでございますけれども、まず訪日外

国人の数でございますけれども、平成25年につき

ましては6,373人、平成26年につきましては7,037

人、平成27年につきましては１万265人、平成28

年につきましては9,622人、平成29年につきまし

ては8,923人となっております。 

  続きまして、昨年の国籍別外国人の宿泊者数の

上位５カ国ということでございますけれども、１

位につきましては台湾ということで、こちらが

4,874人、それから２位につきましては中国で

1,279人。それから３位アメリカということで、

674人。４位が韓国で343人、第５位がタイという

ことで324人という結果となってございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 本市のインバウンドの

施策の特徴の一つに、ターゲットの設定の大切さ

を実感いたします。 

  そこで、今年度、上海事務所との連携について

お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 今年度の上海事務所

との連携ということでございますけれども、上海

事務所におきましては昨年と同様に、中間富裕層

の個人客をターゲットにしました戦略的なプロモ

ーションを継続しているというところでございま

す。 

○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で昼食のため休憩いたします。 

  午後１時に会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５９分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、上海事務所

は具体的にどのような取り組みをしているのか、

お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 上海事務所の具体的

な取り組みということでございますけれども、上

海事務所につきましては、現地の旅行事業者ある

いはメディアといったものの情報提供、それから

マーケット情報収集のほか、旅行博でのＰＲ活動

といったものに取り組んでいただいております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、改めて本市

のインバウンド事業において、本市の質の高い観

光資源は何なのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 本市の質の高い観光

資源は何なのかという答弁でございますけれども、

本市がターゲットといたします外国人観光客の中

間富裕層の個人客といったものを想定しておりま

すけれども、そういった方にとって静かで情緒あ

る温泉地に行って、日本らしさを体験できること

が質の高い観光資源になるというふうに考えてお

ります。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 前々から本市の強みで

もあります温泉などは非常にすばらしい観光資源

だと思っていますが、昨今、例えば北海道のニセ

コですとかああいうところの雪質、パウダースノ
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ーが非常に評価されていたり、いろんな意味でア

クティビティ型の観光地が今、外国人にはやって

いるということになれば、本市としても、例えば

本市が抱える国体の会場にもなっています３つの

ゴルフ場。例えばホウライカントリーのアウトの

１番、２番を想像していただければ、私、イング

ランドには行ったことありませんが、リンクスを

ほうふつとさせるようなコースでありますし、ア

ウトの10番、11番は池を配した、すごくきれいな

コースでもありますし、過去にはプロのトーナメ

ントをやったコースであったり、西那須野カント

リーに関しては、ゴルファーで一番大事なプレー

チャンス、忍耐を試されるようなゴルフ場でもあ

ります。 

  そして、塩原カントリーに至っては、部長もゴ

ルフやるからわかるとは思うんですが、よくティ

ーグラウンドでファーという声を聞くと思うんで

すが、塩原カントリーはＯＢがありませんので、

「ああパナソニックや」と聞いたことありません

か。そういうふうな言葉が漏れるような、そして

松の上がハザードになっているという非常に戦略

性の高いコースでありますし、僕もゴルフをやっ

ていますけれども、塩原カントリーでボールがと

まったときのあのうれしさというのはなかなか味

わえない。すごく戦略性に富んでいるコースでも

あります。 

  そういった、やっぱり一つ一つのものを組み合

わせていきながら、温泉にプラスしていく。もと

もと那須塩原としては、近隣の自治体にない強み

を持っているわけですから、そういったものを利

用しながら、どんどん営業をかけていっていただ

ければすばらしいし、今韓国なんかは非常にゴル

フもブームであります。部長もご存じのとおり、

ポテンシャルの高さは十二分に理解していると思

いますので、もう一度本市の強みを理解した上で

進めていっていただければと思います。 

  また、本市としても、これからインバウンド観

光の質が上がると、国内旅行のコンテンツもよく

なると思います。今、本市の観光を磨けば、あし

たの観光につながると思います。外国人に那須塩

原市に来てもらいたい、私たちの生活を知って味

わってもらいたいと思っている人がたくさんいる

と思います。 

  外国人旅行者向けのコンテンツを考えながら、

一緒に国内向けのネタをつくっていくことにつな

がると思いますが、観光局との連携した取り組み

についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 外国人旅行者向けの

コンテンツを考えながら一緒に国内向けのコンテ

ンツを考えて、観光局とどういうふうに連携する

のかということでございますけれども、やはり日

本人が観光地、それから温泉地に求めるものは、

外国人観光客の富裕層が求めるものと同様という

ふうに捉えておりまして、本来の日本の温泉地の

姿を守りながら、品質の向上を図ることが結果と

して、日本人にも、それから外国人も満足いただ

けるという考え、観光局と連携した取り組みを行

ってまいりたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、ＡＳＥＡＮ

地域や台湾への情報発信を今後どのように展開し

ていくのか、具体的にお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ＡＳＥＡＮエリア、

それから台湾への具体的な情報発信ということで

ございますけれども、まずは現在の取り組み、フ

ェイスブック、あるいはウエブサイトといったも



－295－ 

のを活用した取り組みを継続してまいりたいと考

えているところでございますけれども、現在、本

市に来ている外国人観光客の中では最も多い台湾

の個人旅行家に対応するため、現地の事情を調査

の上、改めましてプロモーション戦略を構築した

いというふうに考えております。 

  また、あわせまして、今後、外国人観光客の着

地の成田や羽田、あるいは首都圏の駅といったと

ころに、プロモーションを重要視してまいりたい

というふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 全協で説明がありまし

たが、１月には皆さん方で台湾に営業に行くわけ

ですから、ぜひ那須塩原市の良さを精いっぱい宣

伝していただければと思いますので、観光客の来

客数も数字が出ていますとおり台湾からは多いと

いうことなので、ぜひ良質なプロモーションをし

ていただければと思います。しかし、台湾は、栃

木県、日光、那須町、いろんなところが営業に行

っていますので、後発ながらの特性を生かしなが

ら頑張っていただければと思います。ぜひ議長に

はパイナップルケーキのお土産を待っていますの

で、どうかよろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、⑹、⑺については関連をしています

ので、一括で再質問をさせていただきます。 

  本市としては、既存の温泉旅館等の活性化、存

続を優先するという認識でよろしいのでしょうか、

お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 本市、既存温泉旅館

の活性化、存続を優先させるのかということでご

ざいますけれども、やはり本市としましては、既

に多くの旅館やホテルといったものがございます。

それらの宿泊業者をふやす取り組みといったもの

を観光としては取り組んでまいりたいというふう

に考えております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 部長、ファイナルアン

サー。改めて本市としては、民泊を推進しないと

いう認識でよろしいでしょうか、ファイナルアン

サー。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 民泊のファイナルア

ンサーということですかね。推進しないという、

現時点ではその方向で考えているということです。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 私も同感です。よろし

くお願いします。 

  それでは、本市としては民泊等の課題について

どのように認識をしているのか、お伺いをいたし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 民泊の課題をどのよ

うに認識しているのかということでございますけ

れども、民泊に関しましては先ほども答弁しまし

たとおり、既存旅館への影響、それから周辺に住

む市民の方の生活への影響といったものは懸念材

料として考えられますので、そういったことが課

題であるというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 本市の民泊事業に関す

るトラブル等について把握をされているものがあ

れば、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 本市の民泊事業のト

ラブルについて把握しているかというご質問でご
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ざいますけれども、現在のところ把握しているも

のはございません。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、本市の観光

地づくりにおいて、民泊事業をどうお考えなのか

をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 本市の観光地づくり、

民泊をどのように考えるのかというところでござ

いますけれども、先ほど申し上げました民泊事業

の課題といったものがあり、既存施設への影響と

いったものがあるわけでございますけれども、本

市にとりましては、既存の宿泊施設、歴史ある温

泉地や観光地も重要な資源でございます。将来に

わたり事業が継続できるような観光地づくりが今

後必要であるというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 本市の民泊の取り組み

なんですが、僕も共通認識のもとに質問してきま

したが、今の塩原温泉、板室温泉等を考えると、

果たしてどうなのかなという部分もあるし、先ほ

どから部長から答弁もらっていますとおり、民泊

を幅広くやるその状況等も考えると、ちょっと難

しいのではないか。 

  それと、やっぱり今、京都とか奈良ですとか、

そういうところは町家を利用して民泊にしたりと

かその地域性を考えれば、それはそれでいいと思

うのですが、本市としてはやっぱり温泉地を控え

ているというものを考えれば、その判断は間違っ

てはいないと思います。 

  民泊新法ができたり、許認可、いろいろな問題

がありますけれども、新法ができたことによって、

いろんな自治体で、ある程度厳しいルール、そう

いった決まり事をつくって規制している例もあり

ますので、その辺をじっくり今後検討してもらっ

て考えていただければと思います。 

  ただ、国体を踏まえては、まだまだ宿泊施設が

足りないということも出ていますので、その辺は

慎重にことを進めていっていただければと思いま

すので、よろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、⑻、⑼に関しては、関連をしていま

すので一括で再質問をさせていただきます。 

  本市としては、深刻な人手不足についてどのよ

うな情報を把握しているのか、具体的にお伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 深刻な人手不足とい

ったものにどのような情報を把握しているのかと

いうことでございますけれども、ハローワークか

らの情報によりますと、11月時点で那須塩原市内

で100人を超える宿泊業の求人があるということ

でした。 

  また、宿泊業だけではありませんけれども、サ

ービス業全体の有効求人倍率といったものを見ま

すと、約1.5倍の傾向にあるというふうに把握し

てございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） この地域は、慢性的な

人手不足から深刻な人手不足に陥っています。こ

の現状を把握していれば、もっと積極的にハロー

ワークと情報交換をしてみてはどうか、現状につ

いてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） ハローワークと積極

的な情報交換というところで、現状はどうかとい

うところでございますけれども、現状におきまし

ては、数カ月に１回、定期的な情報交換を行って
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いるという状況でございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） こういった課題につい

て、どのように対応していくのか、本市としての

所感をお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 人手不足の課題につ

いてどのように対応していくのか、本市の所感と

いうことでございますけれども、人手不足といっ

たことに関しましては、作業の効率化、あるいは

求人方法といったもの、個々の事業者がさまざま

な工夫をしている状況でございます。 

  市としましても、現状把握、あるいは情報収集

を進めるとともに、観光地としての質を高め、観

光客が観光消費をふやすということが根本的な解

決につながるだろうというふうに考えてございま

す。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、最後に、も

っと関連事業者の皆さんとの情報交換をしてみて

はどうか、本市の取り組みについてお伺いをいた

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 関連事業者の皆様と

もっと情報交換をしてみてはどうかということで

ございますけれども、観光局におきまして定期的

な戦略会議等を初め、現在も行っているところで

ございますけれども、引き続き事業者との情報交

換は続けてまいりたいというふうに考えてござい

ます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 現在も例えば日曜日に

求人紙等が入って見ますけれども、かなりサービ

ス業に対しての求人が出ています。おそらく集ま

らないんですよね。集まらないから毎週出してい

るんですけれども、毎週毎週出しているが出して

いるからこそまたなかなか集まらないという現状

がやっぱりあるわけなんで、来年は部長もご存じ

のとおり、ゴールデンウイークから始まって山の

日絡み、そしてシルバーウイーク、大型連休が３

つあります。観光事業者にとっても稼ぎ時ではあ

るとは思うんですが、人がいなくて、人手不足で

なかなか開けられない、なかなか稼げないという

ようなことが起きないよう、今国が進めているい

ろいろな人手不足、労働に関してやっている政策

がありますが、まだまだそこが浸透するのはまだ

まだ時間がかかると思いますし、今回は観光業に

特化した人手不足について話していますが、誰で

もできる仕事ではないし、やっぱりトレーニング

を必要とする仕事なので、市がどうのこうのする

ことは難しいというのは十分承知しています。し

かし、ハローワークと密に連携をとりながら、地

元の人たちとも情報交換をして、将来的には例え

ばシルバー人材センターの人たちを使ったりとか、

いろんな施策、いろんなことが考えられると思い

ますが、現状は今まで以上にもっともっと事業者

の皆さんと情報交換をしていただければと思いま

す。 

  まずは、事業者の皆さんの意見を聞くというと

ころから始めて、この問題解決に那須塩原らしく

取り組んでいっていただければと思います。この

地域はそういった温泉地を控えていますので、慢

性的な人手不足から今、本当に深刻な人手不足に

なっているということは十分認識をしていると思

いますので、どうかその辺も視野に入れながら取

り組んでいただければと思います。 

  それでは、最後に、⑽の再質問に入ります。 

  本市の観光の活性化ということで、塩原温泉、
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板室温泉における宿泊施設の新規参入の現状につ

いてお伺いをいたします。 

  まず最初に、塩原温泉の現状についてお伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  塩原支所長。 

○塩原支所長（宇都野 淳） 塩原温泉の新規参入

につきましては、塩原支所のほうでお答えいたし

ます。 

  現在、塩原温泉では、塩の湯という奥にきれい

な紅葉が見られる温泉地がございますが、この渓

谷沿いに新規の旅館の工事を行っております。現

在、工事のほうは土木工事のほうが近く終了する

予定でございまして、来年からは建築、こちらの

ほうの工事に移ると聞いております。 

  完成は2020年を目指して工事のほうを進めると

いうことで、塩原温泉にとっては活性化につなが

るものと期待しております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） うわさでは、高級旅館

になるということですので今から楽しみにしてい

ますが、８万軒あった旅館が今３万軒台にまで減

っていますので、そういったものに関しては、本

市としても暖かく受け入れながら、地元の人との

共存共栄を図るような情報を密に収集しながら、

今後の展開を見守っていただければと思います。 

  それでは、続きまして、板室温泉の現状につい

てもお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 板室温泉の新規参入

の現状ということでございますけれども、板室温

泉につきましては、新規参入の動きは、現在のと

ころ把握はしておりません。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、平場の地域

の現状についてもお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 平場の現状というこ

とでございますけれども、先月、西那須野地区に

新たなホテルがオープンしております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、本市の観光

を活性化させるための課題についてお伺いをいた

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 本市の観光を活性化

させるための課題ということでございます。 

  繰り返しの答弁になる部分もございまして大変

恐縮でございますけれども、まずはＤＣを契機に

つくり上げた地元食の４つのキャンペーンを市全

体で観光客におもてなしをするコンテンツとして

磨き上げていくということは重要であると考えて

おります。 

  また、将来にわたりまして観光地として生き残

るためには、品質を高めていくことが必要であり、

そのためには農業や商業等、市内産業による連携

を広げ、本市の魅力を最大限に引き出すとともに、

観光による経済波及効果を高めていく必要がある

と考えております。 

  また、市の将来を支える産業としての観光の位

置づけを市内で共有いたしまして、市民や事業者

など、市全体で観光客をお迎えできる意識の醸成

や体制づくりといったものが今後の課題であると

いうふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 今回のＤＣの取り組み

は、食に包括することで衰退しつつあるまちが活
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性化することに少しでもヒント、気づきになった

ことは、観光局を初め、事業者の皆さんに敬意を

表するところでございます。 

  観光局を初め、戦略会議でしっかり今回のＤＣ

に向けての取り組みを計画し、成果を上げたこと

は塩原温泉、板室温泉のよさを新しい価値観で発

見して生かし、成功事例につなげたことだと思い

ます。 

  塩原温泉、板室温泉には、それぞれ独自の歴史

があり、自然があり、文化があります。その個性

を新しい目で見直すことで、塩原温泉、板室温泉

を再生する鍵を発見することは不可能ではないこ

とを証明してくれました。 

  塩原温泉、板室温泉を活性化するために、リノ

ベーションにより食のよさを生かしたビジネスを

起こし成果を出すことができました。今回のＤＣ

の取り組みの中から、こうすれば成功するという

わかりやすい処方箋を感じたことは、さすが観光

局のすばらしい戦略だったと感謝をいたします。 

  塩原温泉、板室温泉の旅館、ホテル等が、将来

に向けて事業継続ができる観光地づくりが必要だ

と感じます。引き続きよろしくお願いをいたしま

す。 

  それでは、この項の質問を終了いたします。 

  ２、本市の酪農業に対する危機管理体制及び生

乳生産本州一としての本市の取り組みについて。 

  最大震度７を観測した北海道地震は、北海道の

基幹産業である酪農を直撃し、停電や断水の影響

で衛生管理が行き届かず、せっかくしぼった生乳

を破棄せざるを得ない酪農家も少なくありません

でした。 

  具体的には、①停電で搾乳機や冷蔵設備が使え

ない、②乳牛がストレスや乳房炎を発症して乳量

が減少した、③道路の寸断などで出荷ができない、

④乳業工場による生乳の受け入れが停止されたと

いった事態が起きました。 

  そこで、本市としては、生乳生産本州一という

実情を踏まえた上で、酪農業における危機管理体

制について以下の点についてお伺いをいたします。 

  ⑴本市の農業産出額に占める畜産の産出額の割

合と生乳の産出額の直近５年間の推移についてお

伺いをいたします。 

  ⑵東日本大震災の際の本市の酪農業における被

害の状況についてお伺いをいたします。 

  ⑶本市の酪農家の危機管理体制について、自家

発電装置の現状などはどのようになっているのか、

お伺いします。 

  ⑷本市の酪農家が行う危機管理体制整備への支

援体制についてお伺いをします。 

  ⑸今後、本市の自慢である生乳生産本州一のま

ちとして、本市が取り組む全ての酪農業の将来に

わたる取り組みについてお伺いをいたします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） ２の本市の酪農業に対する

危機管理体制及び生乳生産本州一としての本市の

取り組みについて順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の本市の直近の農業産出額に占める

畜産の産出額の割合と生乳の産出額の直近５年間

の推移についてお答えをいたします。 

  平成28年度の統計データによりますと、本市の

農業産出額に占める畜産の割合は67.0％となって

おります。 

  また、市町村別の生乳の産出額の推移は、統計

データがある平成26年度から平成28年度までの３

カ年では、平成26年度143億8,000万円、平成27年

度153億6,000万円、平成28年度155億6,000万円と

なっております。 

  次に、⑵の東日本大震災の際の本市の酪農業に
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おける被害の状況についてお答えいたします。 

  県の被害調査によりますと、震災直後の被害状

況は、生乳の廃棄が約400ｔ、その被害額は約

4,000万円となっております。 

  次に、⑶の本市の酪農家の危機管理体制におけ

る自家発電装置の現状などについてお答えをいた

します。 

  市内４つの酪農協によりますと、これら組合に

所属する農家264戸のうち、121戸において自家発

電装置等を備えております。 

  次に、⑷の本市の酪農家が行う危機管理体制整

備への支援体制についてお答えをいたします。 

  本市では、主に酪農協を窓口とし、国庫補助事

業の自家用発電機等の導入が活用されております。 

  最後に、⑸の今後、本市における全ての酪農業

の将来にわたる取り組みについてお答えいたしま

す。 

  平成28年度に策定したミルクタウン戦略におき

まして、酪農を主軸とする地域活性化の方向性に

ついて「魅力ある酪農のまちづくりを推進する」、

「持続可能な酪農の経営基盤を確保する」を柱と

しており、生乳生産本州一のまちと牛乳・乳製品

を組み合わせた消費拡大や普及啓発を図りながら、

魅力ある酪農のまちづくりを推進するとともに、

担い手の支援や持続可能な酪農の経営基盤を確保

し、将来にわたり酪農を主軸とした地域活性化に

取り組んでまいりたいと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、関連をして

いますので、一括で再質問をさせていただきます。 

  本市の農業産出額に占める５年間の生乳生産の

産出額を本市としてはどのように分析をしている

のか、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 本市の農業産出額に

占める５年間の生産の産出額をどのように捉えて

いるかということでございますけれども、平成26

年からの統計データでは、農業産出額に占める生

乳の産出額は、畜産及び生乳とも産出額は増加傾

向にあるというところでございます。 

  その増加の背景には、大規模農場、いわゆるメ

ガファームと呼ばれるものの増加が影響している

というふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、生乳生産本

州一としての課題についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 生乳生産本州一とし

ての課題ということでございますけれども、課題、

１つ挙げるとすれば、今のところ市内の酪農家の

ほとんどが家族経営であるというところでござい

まして、担い手の高齢化、あるいは後継者不足と

いったところが懸念されているところでございま

す。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 本市の酪農家の危機管

理体制について、自家発電装置以外のもので考え

られるものについてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 酪農家の危機管理に

ついて、自家発電装置以外のもので何が想定され

るかというところでございますけれども、まずは

酪農に当たっては、水といったものが必要となり

ます。現在は農業用水、あるいは地下水を使用し

ている状況にあるというところで、水をいかに確

保するかといったことが一つ課題かと思います。 
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  また、牛の乳房を洗浄、あるいは搾乳をする温

水用ボイラー、そちらの燃料のストック、確保と

いったものを課題として考えております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、本市として

は、酪農家の皆様との情報交換などは定期的に開

催をしているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 本市と酪農家の皆様

との情報交換というところでございますけれども、

まず那須塩原市畜産振興会、こちらは市が事務局

で行っておりまして、そこに酪農協あるいは酪農

家といった方が参加しておりまして、そういった

ものを実施しているというところでございます。 

  また、農業振興事務所とか、各酪農家を交えた

打ち合わせといったものは随時行っているほか、

担当レベルでは農家のほうを訪問しまして情報の

交換を、そういった方々の情報収集といったもの

を随時行っているという状況でございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） それでは、本市の酪農

家の皆様への経営の部分の支援についてお伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 酪農家の経営支援、

本市としての取り組みということでございますけ

れども、経営に関して家畜の導入といったところ

に関しては、交付金等の補助を行っているという

のがございますし、施設とか設備といった部分の

増設に関しては、市独自のものではありませんが、

国庫補助事業の採択に向けて支援をしているとい

うところがございます。 

  また、疾病の予防といったところに関しまして

も、こちらは法律に基づき、県が主体で行ってお

りますけれども、そういったものを手助けしてい

るといったところでございます。 

  あと、具体的な経営支援というところで、例え

ば税金等の申告であるとか経済的な農家の経営上

の分析といったところに関しましては、ほとんど

の農家は税理士を入れてそういった対応はしてい

るところですので、そういったところは農家の方

に自主的にやっていただいているというところで

ございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 次に、今年度のミルク

タウン戦略の進捗状況についてお伺いをいたしま

す。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 今年度のミルクタウ

ン戦略の進捗状況というところでございますけれ

ども、ミルクタウン戦略といったものに関しまし

ては、先ほど副市長の答弁にありましたように持

続可能な酪農の経営基盤を確保する、あるいは魅

力ある酪農のまちづくりを推進するというところ

で、大きく２つの方向性があるというところでご

ざいます。 

  まず、経営基盤の確保としまして、今年度は畜

産クラスター事業について２件、それから畜産担

い手育成総合整備事業についても６件、計画して

おりまして順調に進んでいるというところでござ

います。 

  それから、魅力ある酪農のまちづくりの推進と

いたしまして、今年度新たにミルクタウン戦略に

基づきまして、ミルクタウン推進連絡会というも

のを設置して、具体的な取り組み、ミルクタウン

の進捗状況等の把握をしているというところでご

ざいます。 
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  そのほか申し上げますと、拓陽高校がキスミル

というオリジナル乳製品を開発しておりますけれ

ども、そちらの小分けパックの製造というのを今

年、新たなＰＲ方法として展開をしていただいて

いるといったところでございますし、それからオ

リジナル乳製品、そちらを開発していただけない

かというところを関係する婦人会等の皆様に、そ

ういったものをお願いしているという取り組みを

行っております。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） ミルクタウン戦略につ

いては、おおむね順調に進んでいるということで

よろしいのかと思いますが、３月のときに予算で、

私、建設経済常任委員会なんですが、予算が25万

円ぐらいで何ができるんだというような話をしま

した。ミルクタウン戦略を考える上では、確かに

載っていたのは25万円ぐらいではありましたが、

クラスターとかそういういろんな事業を含めると

かなりのボリュームがあると、そういったものに

関しては、本市の自慢であります生乳生産本州一

の事業に関してのプライドを持って進めていると

いう認識でよろしいんですか。最後に１点お伺い

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） プライドを持って取

り組んでいるかというところでございますけれど

も、そのような勢いで取り組んでやらせていただ

いているということでございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 議員になった10年前か

ら那須塩原市の経済をつかさどる産業観光を幹事

課長に上げてくれと言い続けてきましたが、やっ

と農務畜産が幹事課長だということが理解をする

ことができました。10年かかりましたが、そうい

う思いでやっているんだなというようなことを理

解したところでございます。 

  それでは、今回那須塩原市の自慢の一つでもあ

ります生乳生産本州一についての市民の皆様にど

うやって理解をさせているのかという認識につい

て、市としてはどういうふうに認識をしているん

だということについてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 生乳生産本州一とい

ったところ、市民にどのような理解をしてもらっ

ているのかというところでございますけれども、

こちらにつきましては、那須塩原市牛乳等による

地域活性化推進条例というものを平成27年４月１

日から施行しているところで、ことしで４年目を

迎えるというところでございます。 

  また、この条例を踏まえまして、各地区イベン

トでの牛乳のＰＲ、地域イベントに乾杯用牛乳の

提供を実施しているというところで、そういった

ものを活用していただきながら生乳生産、酪農が

盛んなまちといった那須塩原市のイベントが浸透

しているのではないかというふうに考えておると

ころでございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） この件に関しては、引

き続きよろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、生乳生産本州一を死守していく今後

の課題並びに取り組みついて、お伺いをいたしま

す。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 生乳生産本州一を死

守していく課題、今後の取り組みということでご

ざいまして、死守というのは命懸けで守るといっ

たところで、理屈抜きに気合を持ってやっていく
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とのが死守ということでございます。 

  本市は、やはり生乳生産本州一のまちとして、

生乳の生産者である酪農家、乳牛事業者の関係者、

それからそれを応援してくれる市民の方々と協働

しまして、さらなる活性化を目指してミルクタウ

ン戦略を確実に推進していくということで、ミル

クタウン戦略ではミルクでつなげるまちづくりと

いったものを掲げております。こういったものが

実現するように、一生懸命取り組んでまいりたい

といったところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 僕、よくカラオケで世

界に一つだけの花を歌うんですよね。ナンバーワ

ンよりオンリーワンというんですけれども、ナン

バーワンになれる人は逃げないんですよ。だから、

那須塩原は生乳生産本州一というのはずっと一番

なんです。だから、確かに一番になれば追われる

辛さはあるかもしれませんけれども、別に部長が

辛さを感じる必要はないと思うんですよね。そこ

をきっちり支援する、それが一番大切なことで。

いつも言うんですけれども、一番は覚えてもらえ

るんですよ。でも、これが生乳生産本州二番とい

ったら、多分誰も言えないですよね。日本で一番

高い山は富士山とわかっていても、二番はと言わ

れたときにぱっと出る人はそうはいませんよ。だ

からそれと一緒で、せっかく先人たちが取り組ん

でくれた生乳生産本州一なんですから、これは那

須塩原市の取り組みの一つの特徴の一つで広げて

いってもらいたいし、その死守するという表現が

僕は例えだと思って使ったんですが、その意気込

みは今まで再質問することによって十分感じてい

ます。これから先も譲ることなく、間違ってもナ

ンバーワンよりオンリーワンなんていうことはや

めて、そういう発想じゃなくて、これをずっと間

違いなく続けていってもらう。あそこは、生乳生

産本州一なんだと。 

  ちょっと雑談ではありますが、実は市では一番

なんですよね。いずれかトップの方が生乳生産市

で一番とか、それはおかしいですかね。生乳生産

市で日本一とかという語呂でも合うようにあれば、

それはそれでまた有名になるかもしれませんけれ

ども、今本州一の事実はまぎれもない事実なので、

そこのところはしっかりプライドを持って進めて

いただければと思います。 

  生乳生産本州一の本市が取り組む担い手の具体

的な支援についてお伺いします。というのは、生

乳生産本州一でやっている、うちがやる施策だか

ら意味があるんですよ。わかりますよね、言って

いること。そこで、担い手が、跡取りがいないの

はどこも一緒だと思うんですが、しかし、こうい

った生乳生産本州一だからやっているよという取

り組みがあれば披露していただければと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 生乳生産本州一の本

市としてならではの担い手の具体的な取り組みと

いうところでございますけれども、本市ならでは

といったところに関しましては、やはり意欲的な

酪農家といいますか先進的な酪農経営をやってい

る酪農家が市内には多くございます。そういった

方が意欲ある研修生を受け入れていただきまして、

そういった方を育成していただいているというの

が本市ならではの育成ではないかというふうに考

えております。 

  担い手の確保というと、どうしてもその経済的

な支援とかそういったところに向きがちですけれ

ども、やはり農業というのはやっぱり人がやるも

ので、人はやっぱり人に育てられて自立してやっ

ていくというものでございますので、本市の酪農

家にはそういった土壌が間違いなくあるというふ
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うに認識しているところで、それは本市、生乳生

産本州一の担い手育成かなというふうに考えてお

ります。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 生乳生産本州一の本市

の酪農家の皆さんは、多分トップクラスなんです

よね。だから、そういうものをもっと認識してや

って、確かにお金の支援も大切だと思います。し

かし、ソフト、ハード面に関して、生乳生産本州

一である本市の施策はこうなんだというのを今後

も確立していっていただければ幸いだと思います。 

  最後に、東日本大震災の経験は、本市の生乳生

産本州一の取り組みに生かされているのか、最後

に１点、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（小出浩美） 東日本大震災での経

験を本市に生かされているのかというところでご

ざいますけれども、東日本大震災、一番影響が大

きいのは停電、あるいは計画停電が発生したとい

うところで搾乳ができなかった農家がいたという

ところです。 

  これを受けまして、災害等により停電した場合

においても、搾乳が行えるような体制を確保する

ために、各酪農家が酪農協を通じて補助事業など

を活用しまして、自家発電機の導入などを行って

おりまして、今後もこうした取り組みにつきまし

て、引き続き酪農協と連携しながら酪農家を支援

してまいりたいというふうに考えてございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 今回、生乳生産本州一

の本市の取り組みについて質問をさせていただき

ました。那須塩原市牛乳等による地域活性化推進

条例を制定するなど、生乳生産本州一のプライド

はまさしく本市の特徴の一つでもあります。 

  しかし、魅力ある地元産牛乳が一同に購入する

ことができません。市内には４つの酪農組合と３

つの乳業事業者があり、最近は明治さんが宅配牛

乳を製造してくれています。ぜひ牛乳の飲み比べ

ができるようなそういった施設等などの設置を強

く要望いたします。 

  また、那須塩原駅を生乳生産本州一らしくデコ

レーションしてはどうでしょうか。現在も少しは

ありますが、それらしい取り組みは少しはしてい

ますが、中途半端だと思います。もっと大々的に

取り組んでいただきたく、強く要望いたします。 

  那須塩原駅をおりたときに、ああというような

サプライズのあるようなデコレーションをしてい

ただければと思います。おそらくそういうふうに

言うと、景観だのどうのこうのといいますけれど

も、本市としては天皇陛下がおりる駅ですから、

もしあそこがホルスタインでデコレーションをし

ていたら、あっどうしたんだと、多分市長さんと

か議長さんが聞かれるんではないでしょうか。そ

のとき、うちは生乳生産本州一なんですよと、ウ

エルカムで地元産の牛乳を出すようなことができ

たら、ますます本市の価値が上がるのではないで

しょうか。そういうのも期待しつつ、今回ＤＣの

取り組みでも食に包括をしたことが非常に評価さ

れ、成果が上がったことを考えれば、間違いなく

本市としても生乳生産本州一ですばらしいまちづ

くりができると信じています。まさしく本市のポ

テンシャルの高さだと思います。 

  那須塩原市の特色の一つでもあります生乳生産

本州一、先人たちが築き上げてきた事実をこれか

らも大切にしていただき、ミルクタウン戦略、ミ

ルクでつなぐまちづくりに邁進してもらいたく、

強く要望し、この項の質問を終了します。 

  それでは、最後の質問に入ります。 

  ３、本市の災害時における避難所のペットの取
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り扱いについて。 

  災害時の避難所におけるペットの取り扱いにつ

いて、以下の点についてお伺いをします。 

  ⑴避難所におけるペットの受け入れについて、

本市の取り組みをお伺いします。 

  ⑵避難所にペットを同行する際の注意点につい

て、本市としてのマナー、ルールをお伺いします。 

  ⑶避難所におけるペット対応マニュアルなどは、

本市として作成しているのか、お伺いをいたしま

す。 

  ⑷災害時におけるペットの取り扱いについて、

飼い主等への普及啓発は行われているか、お伺い

をします。 

  ⑸今後、災害時におけるペットのための対応に

関する本市の取り組みについてお伺いをいたしま

す。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） それでは、３、本市

の災害時における避難所のペットの取り扱いにつ

いて順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の避難所におけるペットの受け入れ

についてお答えいたします。 

  那須塩原市避難所運営マニュアルでは、避難所

はさまざまな人が生活するため、居住部分へのペ

ットの持ち込みは禁止としております。ペットの

飼育スペースとして、敷地内の屋外に設置するこ

ととしております。 

  次に、⑵の避難所にペットを同行する際の注意

点について、本市としてのマナー、ルールについ

てお答えをいたします。 

  那須塩原市地域防災計画では、飼い主は災害発

生時に動物を同伴して避難できるよう、日ごろか

らケージになれさせるなど訓練を行っておくとと

もに、飼い主の連絡先を記載した名札などの装着、

ワクチンの接種及び動物用避難用品の確保に努め

ることとしています。 

  次に、⑶の避難所におけるペット対応マニュア

ルなどは、本市として作成しているのかについて

お答えをいたします。 

  ⑴の避難所におけるペットの受け入れについて

でお答えをしましたとおり、那須塩原市避難所運

営マニュアル、こちらにおいてペットの対応につ

いて定めております。 

  次に、⑷の災害時におけるペットの取り扱いに

ついて、飼い主等への普及啓発は行われているの

かについてお答えをいたします。 

  市のホームページにおいて、ペット動物災害対

策という記事を掲載しております。その中で、ふ

だんからむやみにほえないようなしつけ、ケージ

にならしておく、こういった必要があること、避

難所でのペットに必要な物資については基本的に

飼い主の責任で備えておき、避難の際には優先順

位をつけて持ち出すことを啓発しております。 

  そのほか、適宜パンフレットを配付しています。

また、毎年２月に開催をしております消費生活と

環境展、こちらでも啓発を行っているところでご

ざいます。 

  最後に、⑸の今後、災害時におけるペットのた

めの対応に関する本市の取り組みについてお答え

をいたします。 

  飼い主は、みずからの責任のもと、災害時でも

ペットを適切に飼わなければならないこととなっ

ております。 

  本市の取り組みといたしましては、災害に備え、

飼い主への平常時からのペットの適正な飼い方な

ど、これに関してのさらなる啓発を行うこと、飼

い主がほかの避難者と円滑な共同生活を送ること

ができるよう支援を行うこと、こうしたことに取
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り組むことが必要であると考えておるところでご

ざいます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 部長、避難所のペット

の扱いに関しては、本市としては完璧ですね。と

いうことで、関連をしていますので一括で再質問

をさせていただきます。 

  本市の災害時におけるペットの対応については

理解をするところではございますが、そこで避難

所のペットのトラブルについて、本市としてはど

のように認識しているのかをお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） トラブルに対しての

認識ということですけれども、災害の度合い、大

きさ、それによります避難する期間、こういった

ものにも大きく左右されると思うのですけれども、

大きな災害として起きてしまいました東日本大震

災、それから熊本地震における、こういったとこ

ろからの情報ということになりますが、避難所で

のペットに関した苦情やトラブル、この原因とし

ては、まず鳴き声がうるさい、臭い、それから毛

の飛散、それからふん尿の処理、こういったもの

が挙げられているということで伺っております。 

  また、いろいろなペットがおりますけれども、

犬や猫など動物ということが中心になるかと思う

んですけれども、どうしても１カ所といいますか

狭い場所で生活といいますか、置く時間が長くな

るということで、それは動物もストレスが増大さ

れる原因になってしまうということがあるという

ようなことを伺っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 本市が今後取り組んで

いく飼い主への平常時からのペットの適正な飼い

方や災害への備えなどに関してのさらなる啓発は、

どのような形で市民の皆様に周知をするのかお伺

いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 先ほどホームページ

に掲載していますということと、パンフレットを

適宜配布させていただいていますということで答

弁をさし上げましたが、今、インターネット、そ

れからスマートフォン、こういったものの普及は

かなりされておりますけれども、まだまだホーム

ページ等だけでは周知ができないということで考

えますと、見ていただいている、一番多いツール

は何かというと、やはり広報なすしおばらという

ことになるのかと思いますので、最も効果的な方

法として考えられるのは広報なすしおばらという

ことになるのかと思いますので、そういったとこ

ろに工夫をしながら啓発をしていきたいというふ

うに考えております。 

  ほかにも有効な方法があるかどうかということ

で、県の動物愛護センター、それから獣医師会、

近隣の自治体、こういったところとも協議しなが

ら、よりよい方法を考えてまいりたいと、このよ

うに考えているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 今、部長から答弁をい

だたいて、本市の避難所のペットの取り扱いにつ

いては、ほぼ完璧のような答弁をいただいており

ますし、恐らく想像するところでは大丈夫なんだ

なという気がしています。であれば、今後、避難

訓練などで実践してみてはどうか、本市の考えを

お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） それでは、私のほうから



－307－ 

お答えをさせていただきます。 

  ことし８月に防災訓練を実施いたしましたが、

初めての試みとして、旧寺子小学校を会場に避難

訓練、それから避難所運営訓練というものを行っ

たところでございます。 

  議員ご提案のペットを連れた避難訓練、それか

ら避難所でのペットの取り扱いをどうしたらいい

か、その辺は来年度の防災訓練においてどのよう

な形でできるか、ちょっと検討させていただきた

いと思います。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 今、部長から答弁をい

ただきましたが、できればやってもらいたいんで

す、来年。庁内で、もちろん執行部の皆さんでペ

ットを飼っている人はいると思いますけれども、

検討するよりも何よりは、とりあえずやってもら

って、避難訓練にもっと臨場感を出してやっても

らったり、あとは今、高齢者の皆さん、意外とペ

ットを飼っている人も割といますので、そういっ

た人たちの参加を促しながら、自治会等にも連絡

してもいいと思うんですが、やっぱり今回の議会

を見ていると、前向きに検討します、やりますみ

たいな話なんですけれども、たまに３カ月前の同

じようなやつをまた質問されると、考えています

とかという話なんですけれども、余りらちが明か

ないような気がするんですよね。 

  だから、できれば、今部長から答弁をもらいま

した。部長もファイナルアンサーなんですが、来

年の防災訓練ではやるというような答弁をいただ

ければ、この質問を終了したいと思うんですが、

もう一度、部長、ファイナルアンサー。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 私のほうからやりますと

いう返事、この場ではちょっと難しいところです。

関係団体等、これから来年に向けて打ち合わせを

行いますが、スケジュールの関係上、必ずやりま

すとはちょっとこの場ではお約束できませんが、

実施に向けて検討させていただきたいと、よろし

くお願いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 何ていうんですかね、

やってもらいたいんですよ。今まで多分、自治体

でやっているところたくさんあると思うんですよ

ね。だけれども、幸いにして那須塩原市は災害に

強いまちですから、やるなら今だと思うんですよ

ね。その辺は部長も知らない仲でもないし、野球

部の先輩なんで、どうかうまいぐあいで進めてい

ただいて、庁内でも検討をしていただいて、より

臨場感がある、より実践的な、そして市民の皆様

に訴えて、そして市民の人に参加していただきや

すい、そのような避難訓練の一つになればと思い

ますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

  それでは、改めてお伺いをします。本市の避難

所については、全てにペットの避難はオーケーな

のかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 先ほどから何度か那

須塩原市はペットの避難はもう完璧なのかという

ことでお話をいただきましたが、那須塩原市地域

防災計画においても、全ての指定避難所において

ペットが受け入れ可能なように努めるということ

になっております。 

  避難所として、一番初めに公民館、学校、そう

いったものが考えられるかと思いますけれども、

こういったところの屋根のある駐輪場、そういっ

たものを活用しながらできると思いますけれども、

こういったものがない、そのほかの施設について

も、それぞれの避難所で工夫を凝らしながら確保
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するように努めるということで考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 15番、櫻田貴久議員。 

○１５番（櫻田貴久議員） 何か実施している自治

体の例を見ると、避難所にペットを飼っている人

の中からセンター長みたいな人、中心になる、核

になる人がいて、その人が基本的に取りまとめを

やったりということなんですよね。 

  ですから、市の職員が携われば一番いいのかも

しれないですけれども、有事の際のときに果たし

てそこまでできるのか、だから先ほど部長にお願

いしたように、避難訓練はぜひやってもらいたい

んですよ。もうシミュレーションをして、こうだ

ああだというのをやっぱりやってもらって、雰囲

気が出てくると思うので、先ほどから部長の答弁

を聞いていると、そういったものの取り扱いに関

して、もう完璧だと思っていますので、ぜひ総務

部と検討しながら進めていっていただければと思

います。よろしくお願いします。 

  今回、災害時におけるペットの避難所の取り扱

いについて質問をさせていただきました。今、ペ

ットは皆様もご存じのとおり、家族の一員でもあ

ります。当たり前ではありますが、ペットにやさ

しいまち、ペットと共生できるまちとして、避難

訓練などでしっかり実践をしてもらうことを強く

要望をいたします。 

  恐らくやってくれるんでしょうから、その辺は

安心はしているんですが、本当に今高齢化が進ん

で、ペットを家族の一員、少子高齢化でペットの

部分も大事になって、お墓も前も質問させていた

だきました。もう大分、時代は変わっているんで

すよね。だから、やっぱり市の皆さんもトレンド

とかニーズには敏感に反応しながら、施策のロー

ディングを繰り返しながらやっていただければ一

番だと思いますし、そういうところを強く要望し、

私が健康の話をするのもおかしいですけれども、

皆さん、体には十分注意をしてください。日ごろ

からおいしいものを食うのもいいですけれども、

そのツケが回ると結構苦しみますので、できれば

これから寒い季節になります。寒いと脳神経とか

ああいうところも混みますので、どうか体には注

意してすばらしいクリスマス、すばらしいお正月

を迎えてくれればと思います。 

  以上で私の市政一般質問を終了させていただき

ます。ありがとうございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で15番、櫻田貴久議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時０４分 

 

再開 午後 ２時１３分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 髙 久 好 一 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、18番、髙久好一議

員。 

○１８番（髙久好一議員） 皆さん、こんにちは。

18番、日本共産党の髙久好一です。 

  一般質問を始めます。 

  １、新庁舎建設についてです。 

  市は2023年の開庁を目指す新庁舎の概算費用が

97億8,000万円となり、延床面積１万7,000㎡、１

棟構造とし、今後具体的な階層や鉄骨、鉄筋構造

は、基本設計策定時に検討するとしています。新

庁舎建設について市の考えを求めるものです。 
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  ⑴地元の事業者は可能な限り参入させなければ

ならないと思いますが、市はどのように考えてい

るか伺います。 

  ⑵財源は、積み立ててきた新庁舎建設基金と合

併特例債を使うとしています。財政への影響はど

のように捉えていますか。 

  ⑶10月に新庁舎の構造を「制振」から「免震」

に変更するとしました。変更することで得られる

性能とコストはどのように変わるのですか。 

  ⑷近隣の新庁舎を視察するなどしていますが、

新座市が極めて低い金額で新庁舎を建設できた要

因などは分析していますか。 

  以上、４点について答弁を求めます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） １の新庁舎建設について順

次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の地元の事業者の参入に対する市の

考え方についてお答えをいたします。 

  新庁舎建設事業につきましては、非常に大きな

プロジェクトであり、地元事業者の参入が事業者

の育成や地域経済に与える影響は大きいものと考

えておりますが、他自治体の事例などを参考にさ

せていただきながら、適切に対応してまいりたい

というふうに考えております。 

  次に、⑵の財政への影響はどのように捉えてい

るかについてお答えをいたします。 

  新庁舎整備に係る財源につきましては、合併後、

新庁舎整備基金を設置し、現在まで計画的に積み

立てを行ってきたところであります。 

  また、合併特例債につきましても、新庁舎整備

のための財源として当初から予定しており、計画

的な財政運営を図りつつ、新庁舎建設に備えてい

るところであります。 

  したがいまして、現計画において、新庁舎整備

に係る財源不足やそのほかの事業に影響を与える

ことはないものと考えております。 

  次に、⑶の制振から免震に変更することで得ら

れる性能とコストはどのように変わるのかについ

てお答えをいたします。 

  性能につきましては、免震構造への変更により、

大地震発生後におきましても、建物の修繕に要す

る費用や期間を最小限に縮減でき、また、建物や

免震装置の健全性が確認でき次第、業務の継続や

防災拠点としての活動が可能となります。 

  また、コストにつきましては、一般的に耐震構

造を１として比較した場合となりますが、制振構

造が1.0から1.09倍、免震構造が1.09倍から1.15

倍の費用がかかるとされております。 

  最後に、⑷の新座市が極めて低い金額で新庁舎

を建設できた要因などは分析しているかについて

お答えをいたします。 

  新座市を訪問いたしまして、設計段階や入札時

の状況等について話を伺っておりまして、検証を

行っているというところでございます。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 答弁がありました。順

次再質問をしていきたいと思います。 

  最初に、地元の事業者の参入について伺いまし

た。市にとって極めて大きなプロジェクトと、そ

ういう中で市内の事業者の育成、そういう視点か

らも他市町を参考にしながら計画を進めていきた

いという、こういう答弁でした。ぜひ、しっかり

地域の事業者に仕事が回るよう、きめ細かな配慮

をお願いしたいと思います。 

  そこで、さらに伺っていきます。地元事業者の

参入について、担当する場所は事業量の割合をあ

らかじめ入れた庁舎建設計画がつくられているの
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ではないかと推察しておりますが、どのように想

定していますか、聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 地元事業者の配慮は大切

なことだというふうに考えております。 

  ただ、現在進めておりますのは基本計画という

段階でございまして、まだ具体的に基本設計、実

施設計とこれから入っていく段階の前に、細かな

ところの分担というものはございません。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 先ほど具体的な階層や

鉄骨、鉄筋構造は基本設計策定時に検討するとい

うような私のほうでそういうお話をしましたが、

まだ計画段階で具体的なことはまだそこまでいっ

ていないという答弁でした。ぜひ先ほども答弁が

あったように、大きなプロジェクト、そして市内

の事業者育成のためにこうした仕事がしっかりと

行き渡るよう求めておきたいと思います。 

  この新庁舎建設に対しては、地元の事業者から

も大きな期待が寄せられています。ぜひしっかり

対応していただきたいと思っております。 

  ⑵に入ります。 

  先ほど答弁の中で計画的に基金積み立てや資金

の準備はしてきたと、そういう答弁がありました。 

  そこで、さらに伺っていきます。新庁舎建設に

ついては基金などを準備してきましたが、建設中

は返済の期間は財政が相当厳しくなることが考え

られています。返済のための計画や財政の対応に

ついてを少し詳しく聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 先ほど財源のご説明を副

市長のほうからさせていただきました。その中で、

基金につきましては積み立てを行われていること

で返済というところはないというところで、合併

特例債、これの関係でございますが、今回の建設

に当たって一応合併特例債のほう、27億ほど予定

をしております。当然のことながら、これを償還

していくというところでありますが、ほかの起債

に比べて非常に有利な利率で返還方法もすぐれて

いるということで、その辺は計画を立てて返済を

していくというところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） やっぱり返済は合併特

例債ということになります。資金をとっても、や

っぱりこれは借金です。ぜひしっかりした返済を

していかなければ、なんだかんだ返済しなければ

なりません。借りたものは返すというのが基本で

す。これはどこでも通じる話なんですが、ぜひし

っかりとした対応をしていただきたいと思います。 

  それから、先ほども副市長の答弁の中で、しっ

かりと計画を立てて具体的に準備をしていきたと

いう中で、これから市の事業に対する影響で不足

は、そのほかの市の事業に影響するものはないと

いうような計画を立てているとそういう答弁があ

りました。ここのところももう少し説明を詳しく

していただけるとありがたいです。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 先ほどの答弁の中で概算

の建設費97億8,000万円というご説明をさせてい

ただいたところでございます。内訳としては、先

ほど申し上げたとおり、新庁舎整備基金、それか

ら合併特例債、そのほか合併振興基金というもの

を用意しているところでございまして、ほかの事

業に影響がないというのは、あらかじめこの枠で

要した計画を立てておりますので、そういう意味

ではほかの事業のを食ったり、そういう影響はな

いというので申し上げたわけでございまして、97
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億8,000万円の内訳はしっかりしているというと

ころでございます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 概算の97億8,000万に

ついては大丈夫だという返事が得られました。ぜ

ひしっかり対応していただきたいと思います。 

  今度は⑶に入ります。 

  免震、制振の耐震構造にかかわる質問を行いま

した。１割ほど制振から免震に変わると、約１割

ほど性能がアップすると、そういうお話でござい

ました。県庁のほうも同じように上がるというそ

ういうお話でございました。 

  さらに、そこで伺っていきます。隣の大田原市

も姉妹市の新座市も同じ免震構造と聞いています。

大田原市は柱頭免震と報道されています。新座市

は基礎免震、こういう構造だと聞いています。そ

れぞれの性能とコストの関係をわかりやすく聞か

せてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 柱頭免震と基礎免震の違

いということかと思います。柱頭免震の場合には、

初めに杭、柱ですね、それを埋め込みまして、そ

の上で建物を支えるという構造になります。基礎

免震のほうは、地面を全体を掘りまして、そこに

免震装置を入れ、その上に建物を乗せるというつ

くりになります。 

  どちらの免震構造がすぐれているんだというよ

うなものではございません。それぞれ用途によっ

て選択するというものです。コスト的には、免震

装置、構造自体は大きく変わるものではありませ

んが、基礎免震の場合には土坑、掘るという部分

が入ってまいりますので、そちらの土工事分は間

違いなく基礎免震のほうはかかってまいります。 

  建物の構造、それから高さ、それによって柱頭

を選択するか免震を選択するかというところが、

まず一番の違いになってくる。性能自体はどちら

も重要なケースという構造体の強さを示すような

数値があるんですが、そちらの数値自体はどちら

の免震装置を使っても確保できるというような性

能、大きな違いがないというふうなものです。 

  費用においては、若干、現場の状況にもよりま

すが、基礎免震は土坑分はプラスされるかなとい

うふうには思っております。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） それでは、コストの関

係聞かせていただきました。基礎免震のほうが基

礎工事の部分で少し高くなると。性能的には余り

変わらないというお話だったと思います。 

  私のほうで幾つかの話を聞きました。先ほどの

話のとおり、柱頭免震のほうは少し安くできるよ

というお話がありましたが、免震装置は建物の高

さなどで選択されるというお話がありました。 

  那須塩原市は、駅の前の景観条例で、この議会

でも質問がありました。建物の高さ制限がありま

す。那須塩原市の新庁舎は、当然それに見合った

高さで考えているということでよろしいのでしょ

うか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） 新庁舎の予定地自体に制

限はございませんが、その接している部分が地区

計画にあるというところが１つ、それから、那須

塩原市の特徴の一つでもあります那須塩原駅方面

から見た那須連山、そういったところに配慮した

高さにしましょうというのが基本計画の段階での

お話でございます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） ぜひ、基本計画に沿っ

た市民が納得できるようなつくりをぜひしていた
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だきたいと思います。 

  ⑷に入ります。 

  近隣の市町を視察するなど見学、視察をしてい

ますが、新座市はそういう中で極めて低い値段で

新庁舎を建設することができたと、そういうこと

で、新座市との交流懇親会の中でも市長が新座市

の44億円、この極めて低い価格で契約できたと、

そういう中で新庁舎の建設ができたという報告で、

思わず市長も、ぜひ教えていただきたいというよ

うな言葉が出ました。その言葉にあわせて、新座

市のほうを訪問したということでいいんだと思い

ますが、そういう中で、市長は３日の眞壁議員の

会派代表質問に、事業費はあくまでも概算として、

発注の際に競争原理が働くと。50年、100年活用

にするにふさわしい庁舎をつくらないといけない

と、こう答えています。 

  そこで伺っていきます。市は新庁舎の概算費用、

先ほども答弁の中にありましたが、97億8,000万

にしました。資本主義の強みである市場原理、競

争原理が働くには、どの程度と見込んでいるので

しょうか、聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） たくさん働くといいんで

すが、現段階ではなかなかこの数字を見込んでい

るというのはございません。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 新座市の一番の特徴と

いうか、新座市が新庁舎をつくった中での成果と

いうのはここだったのかなと私は受けとめました。

新座市の議員からも情報をいただきました。そう

いう中で、新座市は、那須塩原市と同じ建設設計

の事業者が入っています。新座市の場合は、庁舎

建設の実績のほしいという業者が競合し、市場原

理でこの最低限度に近い金額で契約することがで

きたというふうに私は聞きました。 

  今の答弁の中では余り期待できないのではない

かという答弁だったと思います。新庁舎の概算費

用は97億8,000万円、市長がいなくてちょっと残

念ですが、君島市長、市長選挙で阿久津市長の計

画でつくると100億円になっちゃうよというポス

ターをつくりました。そういう中で、ほぼ君島市

長の那須塩原市の新庁舎の概算費用が97億8,000

万と、ほぼこれに近い金額になってしまったと。

私たち日本共産党は、阿久津市長が新庁舎の予算

を出したときに、現在のままでは九十三、四億は

いってしまうだろうと、そういう積算をしており

ました。そういう中でのこの97億8,000万という

のは、やっぱり高いと言わざるを得ません。しっ

かり競争原理が働くようなそういう新庁舎建設を

進めていきたいと思います。 

  これに向けての考えがありましたら、ぜひ聞か

せていただきたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田一彦） まず、１点確認をさせて

いただきたいと思うんですが、競争原理が働くと

いうところで期待ができないということではない、

現段階では申し上げられないということで、期待

ができないという意味ではございませんので、確

認をさせていただきたいと思います。 

  それから、今後のコスト縮減、大変重要なこと

だと思っております。いろんな関係が出てまいり

ます。発注の時期、それから建設資材の高騰とい

う関係、基本計画の中でもうたっておりますが、

発注方法、それから発注時期、これからそういっ

た社会経済情勢に極めて適宜適切な時期に対応で

きるよう、一つの方法にとらわれることなく、い

ろんな方法を準備して、もしかすると早く発注し

たほうがこれはいいよねという判断ができれば、
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発注の方法と合わせて時期を前倒しするなんてい

うことも考えられますし、もう少し状況を見たほ

うがいいよねということになれば、またそれも少

し時期的に発注時期をおくらせる、あるいは基本

設計、実施設計、施工というところのバランスを

変える、いろんな方法が考えられますので、その

辺は十分検討しながら、適切に対応してまいりた

いと考えております。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 適切な時期をしっかり

と選択して予算縮減にも努めていきたいという決

意が述べられました。 

  日本共産党は新庁舎建設について、市民アンケ

ートの結果に沿って進めること、震災復興オリン

ピック・パラリンピックによる建設資材、労働費

の高騰の競合を避け、オリンピック・パラリンピ

ック以降に地元の建設事業者の仕事が減少する時

期に、地元事業者主導で行うことを議会内外で主

張してきました。那須塩原市民にふさわしい新庁

舎建設を求めて、この項の質問を終わります。 

  続いて、２、就学援助と生活保護についてです。 

  国の2013年の生活保護費削減に連動し、低所得

世帯の子どもにも支給される就学援助制度の認定

基準が変更され、対象範囲が狭められているとの

報告があります。ことし10月から新たな保護費削

減がある中、本市の現状と考えを伺います。 

  ⑴本市は保護費削減に連動させず、独自に就学

援助の認定基準を維持する経過措置を行ったと記

憶していますが、現在はどのようになっています

か。 

  ⑵新規の申し込み者にも経過措置が適用されて

いるのか伺います。 

  ⑶ことしから開始した入学準備金の利用者数と

利用者の声をどのように把握しているか聞かせて

ください。 

  ⑷国は、ことし10月から再び３カ年かけて段階

的に生活保護費を削減するとしていますが、これ

に伴う対策を本市はどのように考えていますか。 

  ⑸子どもの貧困対策は、現在、国の重要課題と

なっています。市は、市民生活のセーフティーネ

ットとも言える生活保護基準の引き下げを撤回す

るよう求める要請を国に行う考えはあるか伺いま

す。 

  以上、５点について答弁を求めます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） それでは、髙久好一議員

の２の就学援助と生活保護について順次お答えい

たします。 

  初めに、⑴の本市は保護費削減に連動させず、

独自に就学援助の認定基準を維持する経過措置は

現在どのようになっているかについて、お答えい

たします。 

  本市では、平成25年８月に行われました生活扶

助基準見直しの影響を受けないよう、文部科学省

の対応方針に基づきまして、見直し前である平成

25年４月１日時点の生活保護基準額を平成26年度

以降も使用しており、現在も引き続き経過措置を

適用しております。 

  次に、⑵の新規申し込み者にも経過措置が適用

されているのかについてお答えいたします。 

  新規申し込み者の認定に当たりましても、経過

措置を適用しております。 

  次に、⑶のことしから開始した入学準備金の利

用者数と利用者の声をどのように把握しているか

について、お答えいたします。 

  ことし３月に、平成30年度に入学する児童生徒

の保護者に対しまして、新入学準備金の交付を行

った人数は、小学校及び義務教育学校前期課程で

は114人、中学校及び義務教育学校後期課程では
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83人となっております。 

  交付後の利用者の声の把握は行っておりません

が、新入学準備金の交付を受けず入学後に支払わ

れる新入学用品費の交付を受けた人数は、小学校

及び義務教育学校前期課程では18人、中学校及び

義務教育学校後期課程では31人となっておりまし

て、入学前に準備金として交付を受けた方が多か

ったことから、この新しい取り組みの目的であっ

た保護者の負担軽減につながったものと推測して

おります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、次に、⑷

の生活保護費削減に伴う対策を本市はどのように

考えているのか、⑸の生活保護基準引き下げを撤

回するよう求める要請を国に行う考えはあるかに

ついては、関連がございますので一括してお答え

いたします。 

  今回の生活保護基準の見直しは、単なる一律の

減額ではなく、生活保護世帯の子どもの貧困の連

鎖を断ち切り、子どもの自立支援を強化すること

などを主な目的としております。 

  扶助費総額を抑制しながら、必要とされる世帯

への扶助費を拡充するなど給付配分の適正化も図

られていることから、本市は今回の生活保護基準

の見直しは適切であると考えており、今回の見直

しに伴う市の対策の実施及び国に対して、撤回要

請を行う考えはありません。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 答弁がありました。再

質問をしていきます。 

  就学援助の認定基準を維持する経過措置を延長

させているという答弁がありました。安心しまし

た。これがないと大変なことになるということで

今回就学援助の経過措置について質問をしたとこ

ろです。 

  就学援助は全ての子どもたちに教育の機会均等

を保障するための重要な制度だと、こう受けとめ

ています。全国の就学援助の基準引き下げの大き

な要因は経過措置の期限切れ、失効によるものと、

こう分析しているからでございます。 

  そこで伺っていきます。今後、この就学援助の

あり方として、経過措置について、市は今後どの

ように対応していく考えなのか聞かせていただき

たいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 経過措置について今後ど

のように対応していくのかということでございま

すけれども、現時点では引き続き、経過措置とい

うものを適用してまいりたいと考えております。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 経過措置を今後もこの

ような形で延ばしていくという受けとめをしまし

た。ぜひこの経過措置、失効が期限切れにしない

よう改めて求めておきたいと思います。 

  国は、2013年の保護費の10％引き下げ、今回の

保護費引き下げは３年かけて医療費や扶助費を中

心に５％の引き下げを行うものです。現在、この

就学援助の経過措置の期限切れ、失効による自治

体が、東京都23区は政令市で25％から35％の自治

体が失効期限切れのために引き下げられていると、

そういう調査結果があります。 

  こうした対応に対して、国連の人権専門家を国

際人権法に違反する不当な差別とこう警告してい

ます。その中に那須塩原市は入らなかったという

ことは、これは自慢できることだと思います。 

  ⑶に入ります。 

  ことしから開始した入学準備金、先ほど数が報
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告されました。ことしから入学準備金として従来

の６、７月に支給されていた入学時にかさむ出費

を前倒しして支給するもので、県内自治体の４割

で実施されることになりました。先行していた鹿

沼市や日光市がありますが、それも含めて約４割

になるという実施率だそうです。 

  こうした中で、先ほど答弁にもありました約

200人近い、私の資料だと小学生114人、中学生83

人と3.11発生時の対応の方が３人いて、合わせて

200人と、予算で言えば869万8,000円が支給され

たと、こういうふうに私資料のほうから拾って見

ました。親として子どもに肩身の狭い思いをさせ

ないで済むと、安心して新学期を迎えられたと、

こういう声が届いています。 

  そこで、さらに伺っていきます。申し込み受け

付け開始の期日と支給日の月日をいつにしている

のか、聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 新入学用品費ということ

で事前に申し込みを受けるというようなことで手

続のほうをとっておりますけれども、まず、小学

校につきましては、秋に就学時健康診断というも

のを行っております。そのときに説明などを行い

まして、実際に受け付けは12月３日から12月28日

というのが今年度、今回、就学時健康診断をやっ

ているときでの現時点でやっている就学時健康診

断のときに、来年度に向けての受け付けとなって

おります。 

  また、中学校につきましては、もう既に就学援

助というような形で小学校６年生で受け取る方な

どもおります。保護者に対しては、やはりそうい

う方を対象に、12月３日から21日、冬休みに入る

までに保護者から学校のほうに申請を出していた

だけるよう通知のほうもさし上げておりまして、

各学校から学校教育課のほうには１月11日、冬休

み明けに集約して提出ということで、その後、実

際に就学援助の対象になるかどうかという審査を

しまして、決定して、３月には交付したいという

ようなスケジュールになっております。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 小学校入学、秋の説明

会で12月３日から12月28日受け付けと、中学校は

12月３日からと同じように、１月11日に提出をし

て、３月には支給するというお話だったと思いま

す。 

  利用者に大変喜ばれている制度です。大変評価

のある制度なので、使いやすく、安心して入学式

を迎えられるように思います。 

  そのほかに今、市のほうで考えているものがあ

ったら聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） 就学援助についてという

ことで、市のほうでこの入学準備金以外に何かあ

るかということだと思うのですけれども、そのほ

かについては現行どおりということで考えており

ます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 繰り返しますが、使い

やすく安心して入学式が迎えられるよう、ぜひ配

慮していただきたいと思います。 

  ⑷に入ります。 

  生活保護の段階的な削減という方向です。現在、

国の生活保護の配分は適切なものと、こういう答

弁がありました。そういう中で、さらに聞いてい

きます。 

  今回の保護費の削減の中に該当するものは、過

支給などの返済には天引きが可能になった、医療

では後発医薬品（ジェネリック）が原則化されま
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した。定額給付だった学習支援費、これは部活動

に限定されたと、そのほかも定額支給であった学

習支援費を通信教育費や参考書は領収書が必要な

実費支給になったと、こう私のほうは理解してお

ります。 

  そこで伺っていきます。もともと生活保護利用

者は返済などが厳しい、こういう世帯がほとんど

です。過支給という言葉が出てきました。その過

支給が起こる状況とはどんな場合があるのか、返

済についても市民に説明する留意点についても聞

かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、生活保護

の過支給になる主な要因ということについて述べ

させていただきます。 

  過支給については、字のごとく多く払い過ぎて

しまったということになりますが、具体的にどん

な事例かということになりますと、例えば生活保

護費というのは毎月５日に支給されます。在宅で

生活している方については、おおむね生活費とし

て食費、光熱費として七、八万ぐらい支給される、

これは例えばですが、支給されますが、途中で入

院してしまった場合、例えば10日に入院してしま

ったとか、そういった場合については、基準が入

院費ということにかわりますので、当然入院すれ

ば病院で食費は出ますし、光熱水費もかかりませ

んので基準が安くなると、ちょっと入院費が幾ら

になるのかというのははっきりした数字は覚えて

いないんですけれども、大体２万5,000円か２万

6,000円の基準になりますので、その差額分が過

支給ということになりまして、一旦支給してしま

ったものなので、原則返してくださいよというこ

とになって、短期間であればお金は使いませんの

で一括して、例えば８万円もらって、入院基準が

例えば３万円だとして、差額５万円が過支給です

ので、その分を一括で返すということになってく

るんですけれども、ただ、生活に事情があっても

う使ってしまっただとか、そういった方につきま

しては、その返済につきましては、分割で行うと

いうことになってきますが、今までは窓口に来て

いただいて、それを払っていただくということだ

ったんですが、規則の改正によりまして保護費の

天引きができると、次回の支給日からその部分を

引いて支給ができるということになりまして、た

だ、これも福祉事務所の職権でできるものではご

ざいませんで、相手が大丈夫だよと了解した場合

にできるということで、問題無用にできるもので

はございません。 

  それとあと、返済額につきましては、生活保護

受給者の方につきましては、一遍に５万とかを返

すということはやっぱり難しいということですの

で、おおむね5,000円から１万円の間で何とかお

返ししてくださいよということで、それでもだめ

な場合は一月2,000円とか、そういったことで分

割で返すというようなことになっております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 過支給が起こる状況と

それを返済する仕方が説明されました。 

  今の説明でやっぱり返済額が大変大きな５万円

とかという言葉がでました。それが不可能な場合

は相手の了解を得ながら5,000円から１万円、場

合によっては2,000円ということもあり得るとい

う答えだったと思います。 

  そうした中で、幾つかの自治体では１カ月に３

万請求されたとか、既にそういうことが行われて

いる自治体もあります。ぜひ利用市民の生活に合

わせて、丁寧な説明とあわせて対応もしっかりし

ていただきたいと思います。 
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  ⑸に入ります。 

  子どもの貧困対策は、現在国の重要課題ともな

っています。市は市民生活のセーフティーネット

とも言える生活保護基準の引き下げの撤回を国に

求める考えはあるかという、それを伺いました。

残念ながらないと、そういう答弁でございました。 

  那須塩原市、国保の滞納の問題でも大変いいと

いう、収納率も決して高くはないという状況の中

でのこの生活保護の利用者の問題です。ぜひ那須

塩原市民にやさしいあたたかい市なんだというと

ころを示していただきながら、丁寧な対応を重ね

てお願いいたします。 

  国の生活保護費削減を目的とした改革は、返還

債務に生活保護法63条の過支給に対する非免責債

権化と天引きの徴収は払い過ぎた生活保護費、必

ずしも生活保護利用者の過失でないにもかかわら

ず、返還のために受給する生活保護費から天引き

を可能にするものです。 

  生活保護費は自立を助長する、自立を助ける、

相談及び助言をしっかりしていただきたいと思い

ます。生活保護法の基本原理は、最低生活保障プ

ラス自立助長であるということを絶対に忘れては

いけないと思います。 

  生活に即した改革を行うには、その第一歩が生

活保護制度に対する劣等処遇、最近、研究者の中

で、日本の生活保護費は劣等処遇だという言葉が

使われています。恩恵的思想を私たちは克服する

とともに、これに対応していかなければならない

と受けとめています。 

  以上でこの項の質問を終わります。 

○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時００分 

 

再開 午後 ３時１０分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） それでは、引き続き一

般質問を続けてまいります。 

  ３、学習支援についてです。 

  全国面接世論調査というのが最近行われました。

国民の68％の人が生活に不安があると答えていま

す。低所得世帯における貧困と格差の連鎖を断ち

切り、進学を希望する生徒を支援する学習支援事

業が本市でも行われていることから、以下のこと

について伺うものです。 

  ⑴本市の学習支援事業の利用者数の直近３年間

の推移について聞かせてください。 

  ⑵事業の現状と課題をどのように把握している

か、伺います。 

  ⑶低所得世帯の中学生が対象となっていますが、

今後、事業を拡充する考えはありますか。 

  以上、３点について答弁を求めます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、３の学習

支援について順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の学習支援事業の利用者数の直近３

年間の推移についてお答えいたします。 

  利用者数の推移につきましては、平成27年度利

用者数97人、平成28年度73人、平成29年度62人と

なっております。 

  次に、⑵の事業の現状と課題についてお答えい

たします。 

  今年度の利用者は58人であり、年々利用者数が

減少している状況にありますが、これまでの実績

として全員高校へ進学しております。 
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  課題としましては、会場へは保護者による送迎

が必要なことから、送迎ができない世帯は利用が

困難であることなどが原因となって、利用者が減

少していることであります。 

  最後に、⑶の事業の拡充についてお答えいたし

ます。 

  現在の事業対象者は中学生のみであり、小学生

への対象者の拡充が考えられますが、送迎や講師

の確保などのさまざまな課題がありますので、今

後検討してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 答弁がありました。再

質問をしていきます。 

  私のほうで用意してきた再質問のものにまで答

弁がありましたので、こちらもそれに対応をしな

がら質問をしていきたいと思います。 

  ３年間の実績とことしの予定の58人、その参加

人数、利用者数が発表されましたが、私の再質問

もそういうところに重点を置いていました。 

  確かに今言われたように利用者が減少傾向と、

始まったばかりの平成27年は97人と、ほぼ宇都宮

市に近いようなそういう人数です。那須塩原市の

学習支援事業はすごいよというのが県内で私たち

が受けた言葉です。97人いました。今はほぼ半分

に近いような４割近く減ったというような状況で

す。 

  先ほど部長から答弁がありました。中学生とい

うことで、送迎ができないということで、低所得

のために送迎ができないことが減った要因ではな

いかと、そういうお話でございました。実施時間

は19時から21時という時間に、中学校区の公民館

で行っているために、保護者の送り迎えが必要に

なってくるというそういう状況の中での数だと思

います。 

  もう少しこの数を何とかふやしたいという思い

で今回、私質問したんですが、答弁がかなり広く、

私の聞きたいこともかなり含まれているものです

から、一括して私のほうで進めていきたいと思い

ます。 

  こういう中で、課題が送迎ということがありま

したが、実施期間の途中で来なくなってしまう、

来なくなってしまうという児童はいなかったので

しょうか、聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 途中でいかなくなっ

た子はいないのかということでありますが、統計

というかそういうものはちょっと手元にはないん

ですが、実際におります。原因としましては、や

はり送迎の問題ということになってきております。

対象が生活保護対象の方と準要保護対象の方です

ので、実情を申し上げますと、親御さんが車で送

迎してくれればいいんですが、生活保護の方は原

則、車はだめということですので、やはり生活保

護の方は自分で、自転車やなんかで通うしかない

と。あと、準要保護の方につきましては、家庭環

境というかひとり親の家庭が多いのかなというこ

とで、やはりひとり親ですとちょっと送迎のほう

も手が回らないのかなというようなことが原因で、

途中で来なくなっている子は、ちょっと数は答え

られませんが、いるということでございます。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 今途中で来なくなって

しまった子というのを聞きました。まさに、この

学習支援を行っている世帯向けの一番の悩みはこ

ういうことなんだと思います。親が１人だったり、

経済的にめぐまれていないので車は当然ないとい

う中で、送迎が大変だということが起因している

のかとそういう原因があるのかと思います。 
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  話の中で、講師の確保と配置は委託事業がやる

ということで、市役所で手配する必要はなくなっ

たと、こう聞いています。前回までの大きな課題

がこれもありましたが、これは解決されていると

いうことです。 

  先ほど再質問で用意していた利用者の全員が進

学できたという報告を聞いていましたが、現在も

その状況は続いているのかというのが私の用意し

ていた再質問だったんですが、全員が引き続き進

学できているということで、やっぱりこの取り組

みは効果があるんだなと思います。子どもたちも

これで頑張っていると思います。 

  ⑶に入ります。 

  この事業の拡充について聞きました。小学生の

場合の対応が答弁の中に入っていましたが、拡充

には課題があることもわかりました。 

  そこで伺っていきます。本市の学習支援事業の

対象は、保護世帯や準要保護世帯の児童生徒にな

っています。本市の準要保護基準は、生活保護の

1.3です。一方で、県内で日光市のように、この

準要保護の基準を1.5まで拡充している、そうい

う市もあります。こうして就学援助を行っている

ということです。本市の学習支援事業の利用者の

94.1％、先ほどの数字を計算してみました。そう

したら、94.1％を占める準要保護の適用基準を

1.5まで拡充して、この学習支援事業を行う考え

はありますか、聞かせてください。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（小泉聖一） まず、準要保護の適用と

いうことで係数のほうを1.3から1.5に拡充という

ようなお話の中で、ちょっと私のほうでお答えさ

せていただきたいと思います。 

  現在、那須塩原市におきましては、議員おっし

ゃったように1.3という係数を使っております。

県内の状況でいいますと日光市が1.5ということ

になっておりますが、それ以外につきましては

1.3以下というような状況になっています。 

  また、全国におきましても、28年11月に文部科

学省のほうで調査した結果というものなんですけ

れども、係数のほう1.3以下を使っているところ、

対象は1,288自治体という中で約60.8％が1.3以下、

那須塩原市と同じように1.3というものを使って

いるところは37％というような状況になっており

ます。 

  このような状況がありますので、那須塩原市と

しましては係数のほうを引き続き1.3というもの

で使っていきたいと思っております。 

○議長（君島一郎議員） 18番、髙久好一議員。 

○１８番（髙久好一議員） 私、学習支援について

前も質問をしたことがあります。日光市のように

1.5まで引き上げられないかというお話です。県

内では、矢板市が1.0、那須烏山市が1.2、那須塩

原市の1.3、そして日光の1.5というのがあるとい

うふうに私は記憶しております。 

  そういう中で、那須塩原市の1.3は３割以上あ

るんだという答弁がありました。前回の就学援助

の説明でも那須塩原市は一番多い1.3を使用して

いるというお話がありました。 

  そうした中で、今、私お話を進めている準要保

護、この学習支援の中で、合計290いる中で273人

も占めています。そうした中で、今減少傾向とい

う状況です。那須塩原市の市民の一番低いところ、

底を合わせるという意味で、あわせて子どもの貧

困の連鎖を断ち切るという一番有効な手だてかな

という中での学習支援を1.5まで拡充するよう求

めました。残念な答弁ですが、恐らくこれは変わ

らないと思いますので、ぜひ那須塩原市、子ども

にやさしい、安心して学べる那須塩原ということ

で、ぜひこういった拡充を求めておきます。 
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  国は生活保護費を引き下げる一方で、貧しい家

庭の教育や生活面での支援を進めるため、今月３

日、子供の貧困対策大綱の見直しに向け議論を始

めました。貧困の根本的な原因を取り除くために、

親の就労支援拡充を初め、来年の夏までに新大綱

案をまとめる方向です。 

  2014年８月に閣議決定された大綱は、５年ごと

に見直すことになっています。宮腰光寛少子化担

当相というんだそうですが、生活保護世帯の進学

率など改善は見られるが、支援を必要とする子ど

もは少なからずいると述べ、さらなる対策の重要

性を強調しています。 

  会議では、母子世帯などが安定した収入が得ら

れるような就労面での取り組みがおくれて、国は、

都道府県、市町村が果たすべき役割を明確にすべ

きだとの指摘があったと報道されています。今回

は子どもの貧困対策の拡充を求めて質問しました。 

  以上で、私の一般質問を終わります。 

○議長（君島一郎議員） 以上で18番、髙久好一議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 星   宏 子 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 議席番号８番、公明クラ

ブ、星宏子です。 

  通告に従いまして、一般質問を開始いたします。 

  12月３日から９日までは、障害者週間となって

おります。障害者を取り巻く雇用の促進について

取り上げましたので、よろしくお願いをいたしま

す。 

  １、「共生社会」の実現に向けた障害者雇用へ

の取り組みについて。 

  誰もが社会参加できる「共生社会」を目指すた

めに障害者雇用促進法が制定され、行政機関も民

間事業者も障害者雇用を進める一方、多様な働き

方に対応できるシステムを構築することや、とも

に働く障害を持つ方への理解を深めることなど、

ハード面、ソフト面の環境の整備が今後重要な課

題であると考えることから、以下について伺いま

す。 

  ⑴障害者雇用を進めるために、障害のある職員

とともに働くことの理解と支援のポイント、支援

機関と連携しながら雇用管理を行う方法等につい

て全職員が習得する機会が確保できるよう研修会

の開催などを実施する考えはあるか伺います。 

  ⑵障害者が働きやすい環境づくりを進めるため

ＩＣＴやテレワーク等の活用を進める考えはある

か伺います。 

  ⑶特例子会社制度を活用している自治体がある

が、本市においても廃校や空き家を活用して民間

会社と連携し、障害者雇用促進の推進を図る考え

はあるか伺います。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員の質問

に対し、答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（片桐計幸） １の「共生社会」の実現に

向けた障害者雇用への取り組みについて、順次お

答えをいたします。 

  初めに、⑴の職員研修会の開催についてお答え

いたします。 

  障害を理由とする差別の解消の推進を図るため、

平成28年度から新規採用職員や管理職を対象とし

た職員研修を実施しており、障害の特性を理解さ

せるとともに、障害者への合理的配慮について、

意識の啓発を図っているところであります。 

  本研修につきましては、新規採用職員に対して、

障害に関する基本的な事項を理解させるために、

また、管理職に対して所属長としての役割を理解
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させるために、対象者を絞って実施しているとこ

ろでありますが、今後は受講を希望する職員の参

加についても推進してまいりたいと考えておりま

す。 

  次に、⑵のＩＣＴやテレワーク等の活用につい

て、⑶の民間会社と連携した障害者雇用の促進に

ついては、関連がありますので一括してお答えい

たします。 

  こうした取り組みについては、今のところ考え

ておりませんが、障害者雇用の促進に向けた取り

組みとして、今後研究をしてまいりたいというふ

うに考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） それでは、再質問に移ら

せていただきます。 

  ⑴の平成28年度から研修を実施しているという

ことでしたが、どのような研修なのか内容をお伺

いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） それでは、研修の内容に

ついてお答えをいたします。 

  まず、この28年度というのは、障害者差別解消

法という法律ができた年であります。また、議員

ご指摘の障害者雇用促進法、この中の法定雇用率

が引き上げられた年でもあります。 

  このような状況を受けまして、法律の理解、解

釈を求めるという研修がまず一つでございます。 

  それと、さまざまな障害を持った方に対する基

本的な応対方法、例えば求められる配慮、支援、

どのようなものがあるか等々について研修を行っ

てきたところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） その研修を実施した回数、

28年度は何回やったのか。また、参加者、受講者

数をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 28年度は３回実施してお

ります。参加者は合計で174名の職員が参加した

ところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 174名ということで、か

なり出席されているのかなと思います。意識の啓

発を図っているということでの先ほどの答弁でし

たが、具体的にこういった３回の研修を受けたこ

とによりまして、行動の変化とか、またちょっと

意識が変わったみたいな反響といいますか、感想

とかそういったものがあったら、効果の有無とか

をお聞きしたいのですが、よろしくお願いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 効果につきましては、改

めて職員に聞き取ったわけではございませんが、

ただ、こうした研修を行ったことで、障害者に対

する理解、どのような配慮をしたらいいのか、ど

のような支援をしたらいいのかというところは、

職場の中では確実に高まってきたのかなという気

はしております。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 先ほど28年度からという

ことで、29年度も含めたもので３回ということで

よろしかったですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 先ほどの３回は28年度中

に行った研修でございます。29年度につきまして

は１回行っておりまして、参加人数は40名の職員

が参加しております。 
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○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 28年度と29年度が開催回

数も、ちょっと参加者数のほうもかなり違うもの

ですから、こういった理解を深めるという意味で

は、やはり28年度と同じ規模で開催していっても

いいのではないかと思いました。 

  今後は受講希望者の職員の参加も推進していく

という答弁でございましたが、まずはなぜ受講を

希望する人のみが対象になってくるのかをお伺い

をいたします。というのは、やはり私の考えとし

ましては、受講を希望する方というよりは、これ

からはやはり障害を持っていらっしゃる方も皆さ

んと同じく机を並べて仕事をするということを考

えたときに、希望する、しないにかかわらず全員

を対象とすべきではないかと考えているものです

から、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 先ほどの説明で28年度、

29年度行った研修につきましては、新規採用職員、

それから課長補佐以上の管理職、それから、もう

少し細かくいうと採用後３年以内の職員を対象に

して行ってきたところでございます。 

  30年度についても、今後１回開催する予定であ

りますが、30年度については、さらに新規採用職

員、それから新たな課長補佐、管理職になった職

員プラス希望する職員という対象で予定をしてお

ります。 

  全員というところでは、議員のご指摘のとおり

望ましいと思いますが、ただ、法律の理解、対応

マニュアル等、その辺の研修のある新規職員、そ

れから市役所で雇用している障害者に対する管理

という部分で見ると、管理職というところで対象

職員を選ばせていただいたところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 順次、多分そういった対

象、自分がその受講の対象になったら受けるよう

な形になっていくのではないかと思いますが、中

央省庁におきましても、障害者雇用の水増し問題

を受けて、人事院が３日に障害者を対象とした初

めての国家公務員の統一選考試験が申し込みを受

け付けておりますけれども、障害があるからあき

らめていたこの公務員への道というものが、これ

を通してやはり開かれてきたものだと思います。

ということは、やはり今まであきらめていた人も

那須塩原市で働きたいと思う方もいるかもしれま

せん。そうしたときに、支援もしっかり体制も整

っているよといったときに、障害があっても優秀

な人材がたくさんいらっしゃいますので、そうい

った方の採用の道幅を広げるには、やはり職員の

理解というものも必要だと思います。 

  続きまして、⑵の障害者雇用促進に向けた取り

組みを研究していきたいという答弁をいただきま

したが、⑵に関しましては、ＩＣＴやテレワーク

などの活用を進める考えがあるかということの中

での質問になりました。 

  今後はそういった取り組みを検討していきたい

ということなんですが、11月に全国市議会議長会

の研究フォーラムでの基調講演で、中央大学法学

部の教授の宮本太郎氏が福祉の目的といたしまし

て、これまでの福祉は働けない人を保護すること

とされておりましたが、これからの福祉の考え方

としましては、困難を抱えた人を元気にすること

であると、これからの地域づくりが新しい目標で

ある地域共生社会とは、制度、分野ごとの縦割り

や支え手、受け手という関係を越えて、地域住民

や地域の多様な主体が我が事として参画し、地域

とともにつくっていく社会だとおっしゃっていま

した。 

  その中で紹介されていましたが、静岡県富士市
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では、ユニバーサル就労事業というものに取り組

んでおります。全国初となる取り組みで、市議会

議員が発議をしまして富士市ユニバーサル就労の

推進に関する条例を制定する際に、市の職員とも

協議会、検討委員会を立ち上げまして、協議を重

ねつつ、つくり上げました。これという要素は、

一人一人オーダーメイド就労でして、みずから声

を上げることができなかった市民、また長く引き

こもっていた市民が就労できたという効果も出て

おります。この富士市の取り組みは大いに参考に

すべきだと考えております。 

  また、大阪府のほうも検討中ということでした。

条例を制定したことによりまして、市も企業に協

力を呼びかけしやすくなりまして、及び腰だった

企業もこの条例の理念に対して理解を得られるよ

うになった結果、62社が協力をしているというこ

とです。 

  ユニバーサル就労としましては、鳥羽市は観光

のまちで旅館が多く、人手不足も課題でした。こ

れは那須塩原市も、先ほど櫻田議員が一般質問さ

れていましたが、本市も同じ状態であります。 

  このユニバーサルの働き方といいますのは、働

き方を例えば細切れに、小出しにしながら、朝の

み、昼のみ、例えば夜のみと、あと裏方に徹する

のでプチ勤務をつくって切り出しをしながら、お

仕事カタログを作成してアピールしています。こ

れからそういったきめの細かい取り組みが必要だ

と思っております。 

  答弁で研究するという返事をいただきましたの

で、やらないための研究ではなく、ユニバーサル、

障害もそうですし、または定年退職をしてもう一

度働きたいという方もそうですし、あとちょっと

体の都合が、長くは働けないけれども、６時間な

ら働きたいなという方もいらっしゃると思います。

そういった方が選びやすいような取り組みという

部分で例を紹介をさせていただきましたが、今後

そういった考え方があるんだということを踏まえ

た上で、研究ではなく、実施するための研究をし

ていただきたいと考えておりますが、市の考えを

お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 議員のご指摘のありまし

た、例えばＩＣＴ、テレワークも含めて今おっし

ゃった条例整備を含めて、障害者が働きやすい環

境づくり、これはもう我々公務員の使命であろう

と思っております。その結果、障害者が積極的に

社会に貢献できる、あるいは参加できる、こうい

う共生社会をつくっていくことは必要だと思って

おりますので、そのためには何ができるかという

のは今後研究していきたいというふうに思ってお

ります。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） ぜひ積極的な研究をよろ

しくお願いいたします。研究だけで終わらないよ

うにしていただければと思います。 

  続きまして、⑶の再質問に移ります。 

  特例子会社制度というものなんですが、この特

例子会社制度といいますのは、障害者の雇用に特

別な配慮をしながら、一定の要件を満たされてい

る子会社のことを指します。特例子会社が雇用さ

れている障害者を親会社に雇用されているとみな

して雇用率を算定できますので、メリットとしま

しては、雇用主は障害者雇用給付金が減るという

ことと、あと障害の特性に配慮した仕事の確保と

職場の環境の整備が容易となるということがあり

ます。 

  また、親会社は異なる採用方法や労働条件の設

定が可能になりますので、弾力的な雇用管理がで

きるというものです。 



－324－ 

  これはこの特例子会社制度というのを活用して

いるのが横須賀市なんですが、横須賀市は市の独

自の支援を実施しておりまして、企業等立地促進

制度を設けて固定資産税とか、また都市計画税、

事業税を５年間免除しております。市の経済部、

企業誘致、工業振興課などが担当しておりまして、

本市においても高林工業団地を今造成しておりま

すので、企業誘致促進に力を入れております。当

然、企業も障害者雇用に取り組まなければならな

いので、それに対して横須賀市は市独自で補助制

度を設けて誘致をするために考えて取り組んでい

くということで、例えば廃校になった学校をバリ

アフリー化をして、教室を特例子会社で利用して

もらう。また、１教室を月額使用料を設定して、

要は貸テナントのように使用料を設定した上で、

会社は違っても、そこで働く人たちの交流も深め

られますし、１部屋幾らということで利用すれば、

廃校とか空き家とかの利用にもつながるのでいい

のではないかと思いますし、また、働く人の中で

は、職種は違くても私はそっちの仕事のほうがや

りたいわと言えば、またマッチングもできるので

はないかと思います。そこで出る活力というのも、

やはり見逃せないものと思いますが、こういった

もの、貸し教室とか廃校になった学校を利用する、

空き家を利用しながらという部分では今後考える

余地はあるかどうか。研究していくということで

はありましたが、あえてお聞きしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（山田 隆） 議員ご指摘の特例子会社、

企業が障害者の雇用を促進する目的でつくる子会

社ということで、ＮＴＴなどの大企業がつくって

いる子会社のことだと思います。 

  ご指摘の横須賀の例は、特例子会社と連携協定

を結んで活動しているということで認識はしてい

るところでございます。空き家、学校の問題、教

育委員会、担当部と調整、連携しまして、今後研

究をさせていただきたいというふうに思っており

ます。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） さまざまな職種の方が利

用できれば、それはすごくいいことだと思います

し、廃校になったままの学校を見るのは寂しいも

のですので、ぜひ教育委員会ともしっかり話し合

いながら進めていっていただければと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

  共生社会とは、多様な人々が自分らしく生き生

きと暮らせる社会のことです。日本の社会は公共

団体を初めとしまして民間企業においてもオール

マイティに仕事がこなせる人材を求める傾向が大

いにありますが、その枠に入らない人たちは窮屈

さを感じまして、生きづらさを感じています。 

  これからの社会はユニバーサル社会、インクル

ーシブ社会です。10年後、20年後に働く今の子ど

もたちのために、安心して働ける社会、仕組みを

つくることが私たち大人の責任だと考えておりま

す。 

  那須塩原市は県北中心市としまして、栃木県を

リードして、障害のある人もない人もともに生き

ていく共生社会を築くことを願いまして、この項

の質問を終わります。 

  続きまして、２、保健師の活用について。 

  超少子高齢化が進む中で保健師が果たす役割は

これまで以上に大きく、専門職としての知識とス

キルを生かして、健康増進、高齢者対策、子育て

支援などさまざまな分野において活躍することが

求められていることから、以下について伺います。 

  ⑴健康増進課に集中して配置していることによ

る市民側のメリットとデメリット、行政側のメリ

ットとデメリット並びに現在の課題について伺い
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ます。 

  ⑵今後の保健師の果たすべき役割について、市

の考えを伺います。 

  ⑶健康や子育てに関する考えや医療も日々進化

している中で、新しい情報を市民に提供していく

ための研修等を実施しているか伺います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、２の保健

師の活用について順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の集中配置のメリットとデメリット

並びに課題についてお答えいたします。 

  市民側のメリットにつきましては、集中配置の

ため、保健・医療に関する相談などを母子、成人、

高齢者に分け隔てなく行うことができることから、

市民にとってわかりやすく、利用しやすいことで

あると考えております。 

  デメリットにつきましては、保健・医療に関す

る相談以外のものについては、複数の課にまたが

ることで、市民の負担になることではないかと考

えております。 

  次に、行政側のメリットにつきましては、集中

配置によって、保健・医療に関する業務を一括し

て行うため、分散配置よりも効率的な事業展開が

図れることになり、いわゆるスケールメリットが

あることと考えております。 

  デメリットにつきましては、集中配置であると

同一業務での配属期間が長くなる傾向となり、保

健・医療以外の福祉や介護などの業務が習得しに

くいことではないかと考えております。 

  次に、課題につきましては、業務が幅広く複雑

多岐にわたるため、効率的な事業の実施をいかに

図っていくかが課題であると考えております。 

  次に、⑵の今後の保健師の果たすべき役割につ

いてお答えいたします。 

  保健師は、市民の健康の保持増進を目的とした

施策の展開を主な職務としております。今後、少

子高齢化のさらなる進行により、介護保険や国民

健康保険などの社会保障費が増加する一方、税収

などの縮小が予想される中、疾病などの予防施策

をさらに充実させ、市民の健康づくりをより一層

推進することが求められております。そのための

活動が保健師の果たすべき役割であると認識して

おります。 

  最後に、⑶の健康や子育てに関する考え方や研

修などの実施についてお答えいたします。 

  保健師の研修などにつきましては、県や大学な

どが主催するさまざまな研修会に積極的に参加し

ており、さらには医師会などが主催する研修会に

も参加するなどして自己研さんに努めております。 

  また、平成29年度には、全保健師で構成する保

健師業務連絡会を立ち上げ、分野横断的にライフ

サイクルに応じた市民の健康課題を共有し、課題

の解決に向けた研修・研究を行っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） それでは、再質問に移り

ます。 

  市民側のメリットとデメリットと、あと行政側

のメリットとデメリットを伺いました。那須塩原

市におきましては、健康増進課のほうに保健師さ

んが集中をしているということで、今お答えいた

だいた中では、行政側のメリットとしては、スケ

ールメリットが図れるという答弁をいただきまし

たが、行政側のいうスケールメリット、これはち

ょっと経済用語になると思うんですけれども、ど

ういったことがスケールメリットになるのか、ち

ょっと教えていただければと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 
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○保健福祉部長（田代正行） それでは、スケール

メリットについてご説明いたします。 

  集中配置ということですので、対比するものが

分散配置ということになってくると思いますが、

分散配置と集中配置をした場合の比較ということ

でお答えをさせていただきますと、一般的に市町

村合併なんかがそうですけれども、分散して配置

をして仕事をやると、それぞれの分散したところ

で企画とか庶務とか、いろいろなことをその分散

したところでやっていかなくてはならないという

ことでありますけれども、それを集中的に配置さ

せますと、企画とか庶務とかはある程度一括にま

とめられるということで、こういったことがスケ

ールメリットだということです。 

  抽象的な話なんですが、具体的に申し上げます

と、分散配置ということで私どもで一度考えたこ

とがあるのは、保健師のほうの保健業務というも

のの中で、集中しているので保健業務は、年代分

け隔てなく健康増進課でやっておりますが、子ど

も未来部ができたことによって、子ども未来部に

は母子保健というのも分けて、成人保健は健康増

進課でやろうというところも実際あるんですが、

それは分散配置ということなんですが、そうやっ

て分けてやった場合に、共通するような企画とか

庶務みたいな部分が集中配置をすると縮小できる

ということで、１つ具体例を挙げますと、例えば

保健事業でありますと、医師会との関係というの

が大きく関係してくるところでございますが、医

師会の調整とかそういったところで調整、結構な

業務量にはなってくるんですが、例えば分散配置

すると、母子保健の部分での医師会との調整が出

てきたりとか、成人保健の部分でも医師会の調整

が出てきたりとかする２つの調整がございますが、

これを１つにしますと一本で済むというようなの

は、これはあくまでも一つの例でございますが、

そんなようなことで業務の効率化が図られるとい

うのがスケールメリットということでございます。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 事務上の手続だったりと

か共通する業務にとっては、集中していたほうが

情報の提供もできるし、仕事としてはやりやすく

なるということでよろしいですか。 

  それでは、さきの行政側のデメリットとしても

う一つ、福祉・介護業務が習得しにくい状況とい

うことでデメリットの部分だと思うんですけれど

も、そういう状況でも市民に対しては最大の効果

を発揮しているということでお考えなのでしょう

か、お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 行政側のデメリット

としまして、福祉や介護の業務がしにくくなると

いうことでご説明しましたが、これは市民にとっ

てどうなのかということでございますが、確かに

健康増進課に集中しますと、保健師の業務という

のは代表的に４つございます。保健、健康増進に

かかわること、あと医療、医療にかかわること、

それと福祉にかかわること、最後に介護にかかわ

ることということになるんですが、保健師がうち

のほうは26名おりますが、健康増進課に22名配置

されておりまして、健康増進課に配置されますと、

この４つのうちの保健と医療については業務が日

常的にございますが、福祉と介護についてはやは

りかかわる機会がほとんどないので、デメリット

ということで挙げておるんですが、それを異動で

できればいいんですが、異動はなかなかできない

ということになりますとデメリットということに

なってきますが、このデメリットを解消するため

に、⑶の研修の部分でご説明申し上げましたが、

那須塩原市の全部の保健師で勉強会を立ち上げて
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います。保健師業務連絡会という勉強会を平成29

年度から立ち上げまして、横断的に勉強をしてい

こうということで、各保健師全員出てきまして、

先ほど言った保健と医療については大体習得はし

やすいんですけれども、福祉と介護については、

やはり実務についてあるものですから、なかなか

しづらいということなんですが、勉強会を開きま

して、そちらの点についても補っているというこ

とで、何とか十分ではないにしても知識は身につ

いてきているのかなということで考えてございま

す。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 弱い部分も補っていると

いう返答をいただきました。 

  現在の課題といたしまして、複雑多岐にわたっ

てしまっているために効率的な事業の実施をいか

に図っていくかということも課題にはなっている

と思います。ここに関して、例えば幅広く複雑多

岐にわたる事業の効率的な実施ということでは、

現在、健康増進課に配置されている保健師さん、

22名が健康増進課に配置されているという先ほど

のお答えでしたが、この業務分担としてはどのよ

うになっているかお伺いしたいんですが、という

のは、県内の保健師の配置を調べましたところ、

ほとんどの市が成人保健と母子保健、先ほど部長

がおっしゃっていましたそういうふうに分けられ

るということだったんですが、成人保健に分散配

置をしておりまして、本市と人口規模も保健師の

数もほぼ変わらないのが佐野市でございます。佐

野市も成人と母子と分散配置をしていることから、

本市は健康増進課に集中しているので、その辺の

分担ということでお尋ねしたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） ちょっと今の質問で

確認させていただきたいのですけれども、佐野市

が分散配置をしているということでよろしいです

か。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 人口規模も同じで分散配

置といいますか、担当としては母子保健と成人保

健ということで係の方が分けてあるということで

す。 

○議長（君島一郎議員） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 失礼しました。佐野

市、確かに私どもで調べたところ、健康増進課と

いうところに母子保健係10人と、成人保健係６人

ということで、配置がされているようでございま

す。 

  ちなみに、うちのほうの配置のほうを見てみま

すと、係こそ分かれてございませんが、健康増進

係ということで係がございまして、それぞれ担当

制になっているということで、成人保健担当と母

子保健担当ということで、やはり担当は分かれて

おりまして、成人保健担当が西那須野保健センタ

ーと黒磯保健センターを合わせまして、成人保健

担当のほうが8.5人、母子保健担当が11.5人とい

うことで、0.5人というのは、これはどちらでも

持っているということでございます。 

  状況は大体佐野市と同じ、こういうことからい

たしますと同じなのかなということで考えてござ

います。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 大体担当はそのように決

まっているということですが、地域での分担とい

うのはあるのでしょうか。例えば塩原はこちらで

分担とか、黒磯方面はこちらでとか、西那須野方

面はこちらでということでの分担ということにな

りますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 
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  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） おっしゃっているこ

とは多分地域担当のことだと思うんですが、結論

から申し上げますと、あります。 

  仕組みといたしましては、先ほどの母子保健担

当、成人保健担当という係があるんですが、それ

とは別に、厚崎公民館エリアはあなたの担当です

よということで、その担当制が、黒磯が８個、西

那須野と塩原は７個に分かれてそれぞれの保健師

がついておりまして、その担当制をざっくりある

程度申し上げますと、担当のところは全ての方を

見ると、相談に来た方が厚崎の人であれば年齢区

分なしに見ていくというような仕組みをとってい

るようです。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 担当の方が全てその担当

地区で相談に来た方を見ているということなんで

すが、健康増進課のほうに多く保健師も多くいら

っしゃると思うんですが、公民館の中にも保健師

さんがいるというわけではないですよね。だから、

その地域の人が何か相談があったときには、健康

保健センターのほうに行って相談ということで、

例えば黒磯方面の人が必ず黒磯保健センターに行

くわけではなく、もしかしたら何かの都合で西那

須野のほうに寄りましたといったときには、当然

西那須野保健センターのほうには黒磯の担当の方

はいるのかどうかちょっとわからないんですけれ

ども、そういった場合においても、そのつなぎは

できるということでよろしいですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 当然その黒磯の方が

西那須野に行った場合には、当然お話はそこで聞

きまして、内容を担当のほうに引き継ぐというよ

うな形でやってございます。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） そうしますと、やはり要

は何か困ったこと、悩みごと、何でも、健康に関

することということでは対応はしているというこ

とです。 

  それでは、⑵の保健師の果たすべき役割という

ことで、先ほどの答弁の中では疾病等の予防の施

策のさらなる充実ということで答弁いただきまし

たが、具体的にはどのような対策かお聞きしたい

と思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 疾病の予防というこ

とでご説明させていただきたいと思います。 

  疾病計画につきましては、平成28年度に第３期

那須塩原市健康いきいき21プラン市民元気化計画

というものを作成いたしまして、そこの中で目標

を健康で暮らし、いきいき元気な市民ということ

で、スローガンを打ち立てまして、具体的には３

つの目標を立てて行っております。 

  １番目につきましては、生活習慣病の発症予防

と重症化予防ということで、これは働く世代の健

康づくりを重点で行っていまして、具体的には、

がん予防をしようということで、またそれはがん

検診を受けて早期に発見してくださいよというよ

うなことが重立ったものでございます。 

  ２番目といたしましては、生涯を通じての健康

づくりの実践ということで、これは全世代を対象

にいたしまして健康づくりをしましょうというこ

とで、この中の一例としましては、早寝早起き朝

ごはんというような規則正しい生活と食生活を行

っていこうよというようなものが柱になってござ

います。 

  ３番目につきましては、健康な生活習慣の定着

ということで、これも全ての世代の健康づくりと
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いうことで代表的なものにつきましては、食事の

バランスを整えようということで、具体的には主

食、副菜、主菜、バランスよくとっていきましょ

うというようなものが挙げられております。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） そうした目標の中で保健

師さんたちが果たす役割としましては、これを進

めるためにどのような活動を望まれているのか、

お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 保健師さんが実際に

携わっていることということかと思いますが、例

えばがん検診等におきましては再受診してくださ

いよというような指導をしたりとか、あとは健康

相談に来た方については健康指導をしたりとか、

そういったものをやっているというのが主なとこ

ろでございます。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） まず、保健師さんの活動

範囲といたしましては、先ほどの１番のメリット

のデメリットのところにまた戻ってしまうのです

けれども、活動範囲が要は健康増進ということと、

あと医療ということに今のところは集中をしてい

るけれども、市民のほうの要望、健康に関する相

談というのは母子のことももちろんありますし、

担当もいるということではありましたが、また介

護のこと、福祉のこと、さまざま多岐の分野にわ

たっているという現状で言えるかと思います。 

  そうした中で、今保健師さんがどのような保健

活動をされていますかということで質問をしたと

ころ、例えば、今かかわっているのはがん予防と

か健康づくりに関してということでしたが、それ

をもっと広く活動できるかどうか、また、そこも

検討を重ねていく考えはあるかどうか伺います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） さらに健康を高めて

いくかということで、当然最初の答弁でも申し上

げましたように、保健師さんの最大の目標は市民

の健康づくりということでございますので、あら

ゆる効果的な事業を今後行っていって、少しでも

健康な人がふえるような施策を展開していきたい

ということで考えてございます。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 了解しました。 

  続きまして、⑶の再質問に移りたいと思います

が、新しい情報をやはり市民に提供していくとい

うのはとても大切なことではないかと思います。

先ほどの答弁の中でも、県や大学等が主催するさ

まざまな研修会に積極的に参加をしているという

ことでしたが、これは保健師それぞれの個人の希

望に基づいた自主参加ということでよろしいです

か。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 研修の内容につきま

しては、出張で行っているものと、あと自分でみ

ずから行っているもの、２種類ございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 了解しました。自主で行

っているということもあるということです。 

  では、平成29年度には全保健師で構成する保健

師業務連絡会を立ち上げて、分野横断的にライフ

サイクルに応じた市民の健康課題を共有している

ということで、先ほどもちょっと繰り返しお答え

をいただいたところではあるんですが、例えば昨

年９月に会派代表質問でも吉成代表が保健師の活

用について取り上げた際に、会議を持つ予定はあ
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るのかということを伺ったところ、会議を持って

いきますという答弁をされていました。その会議

のことを指しているのかどうか、そういったもの

を取り上げたことによって、また横断的にやって

いかなければいけないということでやり始めた連

絡会だったのかどうか、お聞きしたいのですがお

願いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 保健師業務連絡会の

経緯についてということですけれども、その議会

で質問があったから立ち上げたのかどうかについ

ては、ちょっと詳細は把握してございません。申

しわけございません。 

  この内容、どんな内容をやっているかというこ

とを申し上げたいと思うんですが、医療・保健に

ついては日進月歩ということで、昔の知識も５年

たつと新しいものになってしまうというようなこ

とがございますので、日々新しい知識を入れてい

ったりとか、あと、自分がやっていない、先ほど

も言いましたように、保健や介護なんかの分野に

ついても勉強するために、この保健師業務連絡会

が行われております。 

  ちなみに、昨年度と今年度の実績について申し

上げますと、平成29年度につきましては、災害時

の保健師の活動マニュアルを作成しております。 

  それともう一つ、保健師人材育成の考え方とい

う冊子、そういったものもつくっております。 

  今年度におきましては、研究課題といたしまし

て、母子健康手帳交付から４カ月健診までの母子

の現状把握というような研究しております。それ

ともう一つ、フレイルに関する予防・学習という

ことで、フレイルというのは筋肉が弱くなって要

介護状態になるような、そういったことに関する

予防に対する学習をしております。 

  こんなようなものが活動の主なものでございま

す。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） さまざまな分野にわたっ

て勉強をされているということがわかりました。 

  まず、横の連携という部分ではこういったこと

で皆さんで勉強をしながら連絡協議会を持ちなが

ら、中にはこういった相談があってということで

市の中の課題としての事例とかを取り上げながら

の連絡会であるのかと思いますが、そういったこ

とを今後定期的にやっていくのかどうか、また、

回数をもっとふやしていくという考えがあるのか

どうか、お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 情報共有、横断的な

情報共有ということにつきましては、これは今も

やってございます。 

  回数につきましては、代表者会議というのが年

４回ぐらい、全体会というのが年２回ぐらい、そ

れとワーキンググループについては、ちょっと回

数は捉えてはいないんですが、これは随時やって

いるということでありますので、必要に応じて回

数のほうは考えていきたいということで考えてお

ります。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） さまざまな勉強をするこ

とはたくさんあるし、非常に勤務も忙しい中で非

常によく取り組んでいらっしゃると思います。そ

うした中で本当に勉強しながら、また市民の健康

のために尽くしてくださっている保健師さんたち

の力をもっと活用できるように後押しができれば

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

  先ほど研修ということでも、出張扱いと、あと

自主でという話もありましたが、例えば県内の自
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治体に公衆衛生学会といった学会などもございま

して、そういうところにも参加をされているので

しょうか。また、そこで発表している自治体など

もあると伺いました。そういった学会への参加と

いうのは必要だと思いますが、那須塩原市のほう

ではやられているのでしょうか、お伺いいたしま

す。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 学会への参加という

ことでございますが、これは学会になるのか、私

も勉強不足でわからないところがあるんですが、

県、大学、医師会なんかの研修にも参加している

ということで、例えば大学につきましては、地元

にあります国際医療福祉大学に行って子どもの発

達について勉強をしていると。あと、自治医科大

学に行って、地域社会振興財団というところで研

修を受けているというのと。あと、地元の郡市医

師会で予防接種、感染症、がんリスク検査、子宮

がん検診の研修などを受けているということで、

ちょっと学会かどうかは私もちょっとわからない

んですが、こんなような例があるというのでござ

います。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 国際医療福祉大学とも連

携、そういったところにも参加をしながらという

ことでお聞きをしました。 

  地域における保健活動についてというのは、本

当に厚生労働省のほうから平成25年４月に各担当

のほうに通達があったかと思いますが、ここにお

ける地域における保健師の保健活動というのはと

ても、今までの保健概念と全く違ったものになっ

ていると思います。やはり予防という部分では保

健師しか、健康、病気に対する予防医学、そうい

ったものに対しては、保健師しかできない業務内

容ですし、そこの部分では健康増進課がやるのは

ごもっともではあるんですが、成人も母子も高齢

者も皆さんかかわることですので、市全体の市民

に対する健康といったことを考えたときに、やは

り分担しながらそこの中で異動しつつ、見識を深

めて、いろんなさまざまな人の得意分野もあるか

と思いますが、医学もかなり細分化をし専門的に

なり、そこで看護師さんたちも専門看護師がいる

ぐらいに特化をしたような世の中になっておりま

す。保健師さんもそこまで勉強しろとは言いませ

んが、例えば分散配置、私は分散配置をすること

によりまして、そういった高齢福祉のこと、障害

福祉のこと、母子保健のこと、医療保健のこと、

そういったそこの担当課に配属になったときに、

そこに関する研修会に参加することにより、また

市民からの相談を受けることにより、もっと身近

に見識を深めることもできますし、何に市民が困

っていて、どう活動していくのかという課題とい

うのも、もっともっとはっきりしてくると思いま

す。そこは確かに集中配置をすれば十何人何がし、

10人ずつ黒磯と西那須野と分かれて配置をされる

とは思いますけれども、もっと分散すると各担当

課には２人とか３人ぐらいずつになるかもしれな

いし、１人というところもあるかもしれませんが、

そういった中で見識を深めて知識を深めた中での、

今度保健師さんたちの異動も含めて、一つ一つが

あって、それぞれ業務にかかわることで、さらに

見識が深まっていくと考えます。 

  そうした中で、本当にその課題に対しての問題

解決というスペシャリストなんですよ。看護師さ

んたちにはない、また予防医学という本当に保健

師さんしかできないことですので、そこにもっと

力を発揮していただけるような体制づくりという

のが大切ではないかと思います。 

  まずは、保健師さんたちの質を上げて、市民の
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生活の質を上げるということでは、今厚生労働省

のほうから通知が来た中では、統括保健師という

考え方もありますけれども、その部署内を回った

中での連絡情報共有という部分では、情報連絡を

統括保健師がいてしっかりと行政の中心の中にも、

人事課の中にも入れるなら、しっかり体制を整え

ていくというところの自治体もございます。そう

いった取り組みが今後必要ではないでしょうか。 

  那須塩原市におきまして、本当にとても勉強も

されているということで今部長からも答弁をいた

だきましたが、今後そういったことも踏まえた上

で考える余地があるのかどうか、お伺いをいたし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） それでは、今後の保

健師のあり方についてお答えをしたいと思います。 

  確かに、分散配置ということで、議員おっしゃ

ったようにいろんなところを回ることによって、

いろんな知識が身についてスキルがアップすると

いうことは、私どもも同感でございます。 

  そんなようなことを実際考えたことがありまし

て、今まで経緯を話させていただきますと、子ど

も未来部というものが平成27年度にでき上がりま

した。その前、平成26年度にやはり議員おっしゃ

ったようなメリットがあるので、子ども未来部に

分散配置ができないのかなということで検討した

経緯がございます。 

  検討した結果なんですが、子ども未来部と健康

増進課に半分ぐらいずつ分けてということを実際

シミュレーションしてみたんですが、結局はこれ

はちょっとだめだなという結論に至ったんですが、

理由は母子保健と成人保健を分けるということで、

母子保健を分けた場合に、子ども未来部ですので

西那須野庁舎の子育て支援課というところに配属

になります。保健師さんの仕事はやはりそうする

と、母子保健と母子福祉が仕事になるかなと思う

んですが、母子保健をやる場合は健診がほとんど

ですので、健診をやる場合には、やはり黒磯の保

健センターとか西那須野保健センターに出向かな

くてはならないと、それが数えてみますと年間

400件近くあるということで、ほとんど毎日のよ

うにあるということで、健診も短時間で終わるわ

けではございませんので、そのたびに保健師さん

がずっと行っていると、昼間は保健師さんがいな

い状態になるということになると非常に母子保健

と母子福祉をつなごうということで配属している

んですけれども、実際そういうふうに昼間いなく

なってしまうと、業務がおろそかになってしまう

ということと、あと移動に対する負担ですね、黒

磯まで来て、また戻ってということになりますと

時間もかかりますので、やはりスケールメリット

というのがないというか、デメリットのほうは大

きいという結論に至りまして、この配置はちょっ

と現実的ではないということで集中配置を選んだ

という理由がございます。 

  ただし、ずっと未来永劫、集中配置かといいま

すと、シチュエーションというか状況が変わった

ときにはまた考えられると。実際、考えられる状

況の変化というものは、新庁舎ができたときには

やはり状況が変わりますので、そのときにはまた

分散配置の検討もできるのかなと、分散配置にす

るかどうかはわからないですけれども、検討をし

てどうするのかというものはできるのかなという

ことで考えているということと、あと最後に、統

括保健師というものは、うちの那須塩原市におい

ては現在おりませんが、先ほどの保健師業務連絡

会というところでの課題として研究しているとこ

ろでございます。 

  以上でございます。 
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○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 分散配置を考えたことが

あったということで今お答えをいただいたんです

が、新庁舎ができたときには考える余地もあるよ

というふうに受け取りました。移動がやはりちょ

っと課題になっていることで分散ができなかった

ということなんですが、例えば新庁舎ができた場

合には、その保健師さんたちは新庁舎の中で課と

していて、要は保健の健康健診といいますか、そ

れは黒磯保健センターと西那須野保健センターに

それぞれ、那須塩原にできる新庁舎から通うよう

な形になるんですか。それとも、市内の母子はみ

んな新庁舎のほうに健康診断に来るような形なの

か、それはこれから考えることではあると思うん

ですが、そんなふうなイメージなのでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田代正行） 新庁舎ができたとき

には、一応今の予定では健康増進課は新庁舎の中

に入る予定なのかなということになっております

が、まだ正式に決まっているわけではございませ

んので、そういうことの回答で申しわけございま

せん。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 来年の話をすると鬼が笑

うでしたか、何かそんな話もありますが、すみま

せん、先のことを先走り過ぎました。 

  保健師の分散配置を取り上げてから、その前か

ら検討はされていたようなんですが、なかなか必

要性を感じながらもできない状況の中で、やはり

これはどんどん進めていくべきだと思います。 

  先ほどから言っております厚生労働省から地域

における保健師の保健活動についてというものは、

これは担当課だけではなく、実は執行部の方々も

しっかりと熟読していただきたいものなんですね。

あと、保健師活動指針というものがありますので、

これからただ健康のことをやっていればいいんだ

よねという意識だけだとなかなか組織の中での改

革は進めないと思います。 

  これだけやはり国を挙げてしっかりと取り組ん

でいこうとしている中で、那須塩原市の中でも民

生費というのは30％を占めておりますし、これが

減るということも、本当は減ればいいんですけれ

ども減るということも考えづらくなっている中で、

どう健康にいきいきと長生き、長寿ができるか、

また、健康な市民とともに保健師さんたちが果た

す役割というのはとても大きいものでございます

ので、しっかりと皆さんで担当課だけに任せてい

ればいいというものではなく、執行部の方々にも

理解をしていっていただいた上で対策を立ててい

ただきたいことを提案して、この項の質問を終わ

ります。 

  続きまして、３、古布リサイクルの取り組みに

ついて。 

  本市の一般廃棄物処理基本計画の基本理念は、

「環境にやさしい持続可能なまちを目指して」で

す。基本方針に市民、事業者、行政の連携・協働

による３Ｒの推進を掲げ、資源ごみの分別にも取

り組んでいますが、さらなるリユース向上に向け、

古着や古布の回収を実施している自治体もふえて

いることから伺います。 

  ⑴本市においても古着と古布のリユースとリサ

イクルにも取り組むべきと考えるが、市の考えを

伺います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） ３の古布リサイクル

の取り組みについてお答えをいたします。 

  ⑴の古着と古布のリユース、リサイクルに関す

る市の考え方についてでございますけれども、ま
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ず、リユースにつきましては、いわゆるリサイク

ルショップ、フリーマーケット、インターネット

を活用した譲渡、こういったものの民間活動の中

で環境が整っているものというふうに考えている

ところでございます。 

  また、リサイクルのほうにつきましては、安定

した適切にリサイクルを行える業者、こちらの確

保が現在のところ難しいということですので、現

時点では市として具体的に事業化を予定している

ことはございません。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） まず、本市は家庭系の可

燃ごみの組成で5.3％、家庭の中で出るごみの割

合が繊維類が5.3％でした。古着に関しましては、

確かに民間の活動の中で環境が整ってきていると

いうのは確かにそうだと思います。フリーマーケ

ットとかさまざまなネットとかでもいろんなやり

方がありますので、ですが、それは売れるものと

いうものを考えたときには、古着の中でも売れる

ものは比較的状態がいいものだと思うんですね。

商品価値があるものだと思います。価値の低い古

着は廃棄されますが、その結果が私は5.3％にな

るのではないかと思いますが、市の考えのほうを

お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 5.3％、これはどう

いうふうにカウントされているかというのは、ち

ょっと明確にカウントしたものではないのでわか

らない部分はありますけれども、ご質問を受けて

県内の状況等、これを調べた結果、リサイクル・

リユース、こういったものを実施している市町、

これは確かに割合としては多かったというのは結

果でございます。 

  25市町のうち19の市町で何らかの形でリサイク

ルというものを実施しているという調査結果であ

りました。 

  ただし、リサイクルはしているけれども、ごみ

減量には直接につながっていないというのがまた

実情でもあるということです。 

  といいますのは、いわゆるリサイクルではなく

てリユースのほうに当たるのかと思いますけれど

も、古着とかの布を中心として使って、使ったあ

とは当然またごみになってしまうということにな

りますので、一旦リサイクルという形で減量する

形に数字には反映されるかもしれませんけれども、

また時期をずらしてというんですか、同じ量がご

みとして出てきてしまうのでほとんどということ

で、それが調べた結果でございます。 

  先ほど5.3％、最初に数字が出ましたけれども、

それについてどういう形で、すみません、5.3％

というのを出したかというのはちょっと詳細わか

らないところがあるんですけれども、そんな状況

から考えると、先ほど答弁させていただきました

が、議員さんおっしゃいましたように、使えるも

のについては民間の力を利用した形で、うまく譲

渡とかをしてもらって使う。リサイクルについて

は、今のところ、その別な形にリサイクルをする

ということで、安定した需要というものが確保で

きていないということですので、そこについては

市のほうではすぐに事業化するということでは考

えていないということです。 

  ちなみに申し上げますけれども、ごみ減量につ

いては、今回質問いただきました古布リサイクル

の取り扱い取り組みということとは少し方向性が

違ってしまうかもしれませんけれども、さらにご

みの分別、こういったものを徹底することによっ

て減量につなげていくことが先なのかなというふ

うに現在は考えているところです。 
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  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 確かにリサイクルをした

後にリユースという部分で、結局はごみと化して

しまうという問題があるということを伺いました。

江戸時代はそういったこともなく全部資源化して、

例えば古着を今度は赤ちゃんのおむつにしたもの

を、今度は灰にして、灰にしたのを堆肥にしたと

かというそういった循環型社会ができ上がってい

ましたが、今は江戸時代ではありませんので、そ

こはなかなか難しいと思います。けれども、考え

方はこれから大事なところではないかと思います

が、民間とタイアップするという部分では、国際

社会支援推進会のワールドギフトというところが

衣類を海外支援をするということで、再利用をし

ております。そのような取り組みを、例えば市独

自ではリユースとかリサイクルとか集めるという

ことはできないにしても、そういった取り組みを

しているのもあるということを紹介するというこ

ともできるのではないかと思います。 

  また、資源の回収率を上げるという部分では、

廃棄物の再利用としては資源回収率は栃木県内の

中では偏差値が35.3％ということで、課題として

はやや劣っているという課題も出ていますので、

回収率の偏差値を上げるという部分では使えるの

ではないかと思いますが、どうでしょうか。お考

えのほうを伺いたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（鹿野伸二） 先ほど言いました県

内の状況を調べた結果の中でも、実際に海外のほ

うにリユースという形で出しているという市町も

ございました。 

  ただ、これも繰り返しになりますけれども、今

後製品の原材料、そういったことでリサイクルが

できるとか、あるいは国の指導により、古布につ

いては分別が義務化されると、そういった状況が

来れば当然考えていかなくてはならないと。ごみ

減量とともに環境問題につながるということであ

れば、リユースというものをもっと積極的にとい

うことですけれども、今現在の、先ほど5.3％が

どういうものか明確にわからないということでし

たけれども、リユース・リサイクルできるものが

ほかの市町の例からすると本当にごくごくわずか

で、零点何％とか、そういう世界なんですね。 

  そういうことから考えると、なかなか拠点で回

収したり、ステーションで回収したりということ

を短い時間の中で実行するというのは難しいのか

なというふうに考えます。 

  ですので、ごみ減量に少しでもつなげるという

ことで、例えば何かのイベント、生活環境部のほ

うで毎年、消費生活と環境展、これを２月に実施

していますけれども、そういうところで一つの試

みとしてそういったものを回収してみて、海外に

リユースとして出すとか、もしリサイクルとして

何かの原料になるというようなことがあれば、そ

ういうところにつなげられるということから始め

られればと思いますけれども、とりあえず拠点回

収とか、定期的な日常の事業化としてやるのは、

少しの間は難しいのかなというところでございま

す。 

○議長（君島一郎議員） ８番、星宏子議員。 

○８番（星 宏子議員） 了解いたしました。 

  まずは、私たちの個人の努力も必要だなと、ご

みの分別をしっかりやりながらごみを出していく

ということも大切であろうと思いますし、あと、

確かに急に拠点回収というのもなかなかハードル

が高いものだと思いますので、何かのイベントの

ときに、たくさんお祭りとかもありますので、そ

ういったときに呼びかけながら、リサイクル・リ
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ユースという部分での意識づけという部分では取

り組んでもいいのではないかと思いますので、今

後取り組んでいただければと思います。 

  以上をもちまして、一般質問を終了させていた

だきます。ありがとうございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で８番、星宏子議員

の市政一般質問は終了いたしました。 

  以上で市政一般質問通告者の質問は全て終了い

たしました。 

  市政一般質問を終わりたいと思いますが、異議

ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（君島一郎議員） 異議なしと認めます。 

  よって、市政一般質問を終わります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（君島一郎議員） 以上で本日の議事日程は

全部終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ４時４０分 


